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 市民活力推進局事務分掌  

   

  総 務 部 

   総務課 

     １ 局内の人事、文書、予算及び決算に関すること。 

     ２  局内の事務事業の連絡調整に関すること。 

     ３  局の危機管理に関すること。 

     ４  交通災害共済事業に関すること。 

    ５ 横浜市交通災害共済運営審議会に関すること。 

    ６ 他の部、課、室の主管に属しないこと。 

   市民情報室 

     １ 情報公開制度に関すること。 

     ２  個人情報の保護に関すること。 

     ３  横浜市情報公開・個人情報保護審査会に関すること。 

     ４  横浜市個人情報保護審議会に関すること。 

     ５  刊行物その他の行政資料等の収集及び保管並びにこれらの情報提供に関すること。 

     ６  その他市政情報の公開及び提供に関すること。 

 

 

  人権・男女共同参画担当 

   人 権 課 

     １ 人権に関する施策の総合的な企画及び調整に関すること。 

     ２  人権に関する調査及び研究に関すること。 

     ３  人権に関する啓発及び研修に関すること（他の局の主管に属するものを除く。）。 

     ４ 同和対策事業に関すること。 

   男女共同参画推進課 

     １  男女共同参画に関する施策の総合的な企画及び調整に関すること。 

     ２  男女共同参画に関する調査研究及び広報並びに相談に関すること。 

     ３  横浜市男女共同参画審議会に関すること。 

     ４  男女共同参画センターの運営管理に関すること。 

     ５ 財団法人横浜市男女共同参画推進協会に関すること。 
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  市民協働推進部 

   協働推進課 

     １ 協働推進に関する企画、調査及び調整に関すること。 

     ２  市民活動の推進に関すること。 

     ３  横浜市市民活動推進委員会に関すること。 

     ４ その他協働推進に関すること。 

   地域活動推進課 

     １  地域活動に関する企画、調査及び調整に関すること。 

     ２ 市民自治組織との協働及びその支援に関すること。 

     ３  その他地域振興に関すること。 

     ４  部内他の課の主管に属しないこと。 

 

 

  広報相談サービス部 

   広 報 課 

     １ 広報に係る企画及び連絡調整に関すること。 

     ２  横浜市広報企画審議会に関すること。 

     ３  広報事項の収集及び編集に関すること。 

     ４  広報印刷物の発行に係る調整、指導、助言等に関すること。 

     ５  部内他の課の主管に属しないこと。 

   広聴相談課 

     １ 市政に関する市民の要望、意見、陳情その他広聴に関すること。 

     ２  要望事項等の整理及びその実施のため必要な連絡調整に関すること。 

     ３  区民会議の活動の運営協力に関すること。 

     ４  市政参加推進会議に関すること。 

     ５  市民の相談に関すること。 

     ６  庁内の案内に関すること。 

     ７  区役所における広聴及び市民の相談に係る事務の連絡調整に関すること。 

    ８ 横浜市コールセンターに関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 - 4 -



 

  区政支援部 

   区連絡調整課 

     １  区政に関する基本的な計画の立案及び進行管理に関すること。 

     ２  区政に関する重要施策の総合的な企画及び調整に関すること。 

     ３  個性ある区づくりの支援に関すること。 

     ４  区政に関する機能の強化に関すること。 

     ５ 区役所の人事、組織、文書、予算及び決算の調整に関すること。 

     ６ 区長会議等に関すること。 

     ７ 区役所の所管区域に関すること。 

     ８  区政に関する事務事業の連絡調整に関すること。 

     ９  福祉保健センターの運営に係る連絡調整に関すること（他の局の主管に属するものを除く。）。 

     10  自衛官募集事務に係る連絡調整に関すること。 

     11  予算編成等における区の総合行政の実施に係る調整に関すること。 

     12  部内他の課の主管に属しないこと。 

   地域施設課 

     １ 区庁舎等の整備に係る計画の立案及び調整に関すること。 

     ２  区庁舎等の利便性の向上に関すること。 

     ３  地区センター等の運営管理に関する企画、調査及び調整に関すること。 

     ４  上郷森の家に関すること。 

     ５  地区センター等の整備に関すること。 

     ６  広場、遊び場等に係る事業の企画及び調整に関すること。 

   窓口サービス課 

     １ 区役所の市民サービスの向上の推進に係る総合調整に関すること。 

     ２  戸籍事務、住民基本台帳事務、印鑑登録事務、外国人登録事務等の総括、改善及び指導に関す 

     ること。 

     ３  横浜市行政サービスコーナーに関すること。 

     ４  横浜市本人確認情報等保護審議会に関すること。 

     ５  住居表示に関すること。 

     ６  市の区域に関すること。 

     ７  区の区域に関すること（他の課の主管に属するものを除く。）。 

     ８  町区域の設定並びに町区域及び字区域の廃止及び変更並びに町名の変更に関すること。 

     ９  町区域の設定並びに町区域及び字区域の廃止及び変更に伴う地番の整理に関すること。 

     10  横浜市住居表示審議会に関すること。 
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  文化振興部 

   文化振興課 

     １ 文化施策の総合的な企画及び事業の実施に関すること。 

     ２  文化芸術活動の総合的支援に関すること。 

     ３  文化施設の運営管理並びにこれに係る企画、調査及び調整に関すること。 

     ４  区役所の文化振興支援に関すること。 

     ５  財団法人横浜市芸術文化振興財団に関すること。 

     ６  文化基金に関すること。 

     ７  文化施設の整備並びにこれに係る企画、調査及び調整に関すること。 

     ８ その他文化振興に関すること。 

 

 

  スポーツ振興部 

   スポーツ振興課 

     １ スポーツ・レクリエーション振興施策の総合的な企画、調整及び実施に関すること（他の課 

の主管に属するものを除く。）。 

     ２ スポーツ・レクリエーション施設の整備及び運営に関すること（他の局の主管に属するものを 

     除く。）。 

     ３  スポーツ・レクリエーションイベントの企画、誘致及び開催に関すること（他の課の主管に 

     属するものを除く。）。 

     ４  区役所のスポーツ・レクリエーション振興の支援に関すること。  

     ５  財団法人横浜市体育協会に関すること。 

    ６ 市民スポーツ・レクリエーション関係団体に関すること（他の課の主管に属するものを除く。）。 

    ７ 横浜市スポーツ振興基本計画の策定に関すること。 

    ８ 横浜市スポーツ振興審議会に関すること（教育委員会の主管に属するものを除く。）。 

    ９ 体育指導委員に関すること。 
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 平成２０年５月 

運運営営方方針針  

市市民民活活力力推推進進局局  

平成２０年度 

芸術文化教育プログラム 

2009 横浜国際トライアスロン大会 ライフデザインフェア 

2009 年世界卓球選手権横浜大会 

協働の取組 地域における市民の活動 



 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  平成 20 年度運営方針の策定にあたって 
  

横浜市は、平成 20 年度を「地球の中で横浜を考える年」ととらえ、横浜開港

１５０周年を未来の横浜を創る契機とし、将来にわたる市民力の発揮や都市の発

展に結びつく「都市横浜の新たな価値の創造」へ邁進しております。 

私たち市民活力推進局も、市民の意欲や実力が十分に活かされる協働のまちづ

くりを目指し、市民活動や最も身近である区役所の支援、広報活動の充実を図る

とともに、市民一人ひとりの人権が尊重される社会の実現へ向けた事業やサービ

スを充実させていきます。 

また、市民の皆様へより質の高いサービスを提供するために、職員の育成に力

を入れてまいります。 

これからの横浜づくりに向けて、すべての市民が力を存分に発揮し活動でき、

文化やスポーツをはじめ日々の生活の質を高め、暮らしの基盤づくりをしていく

ため、この方針に掲げた取組を市民の皆様とともに進めてまいります。 

どうか皆様、温かいご支援とご協力をお願いいたします。 

市民活力推進局長 小堀 卓 
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◆運営方針について◆ 

この「運営方針」は、私たち市民活力推進局が質の高いサービスを市民の皆様へ提供

するため、組織の目標を皆様へお示しするものです。 
 現状や課題を踏まえ、年度の基本目標や重点的に取り組む施策や事業、業務の目標や、

それらを実現するためどのように組織を運営していくかなどをまとめたものです。 
 これにより、｢横浜市基本構想｣の目指す都市像の実現に向けて、「横浜市中期計画」

の着実な推進を図ってまいります。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 
 
 

Ⅰ 基本理念と基本目標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

地域の課題解決に、市民の力が十分に発揮される協働のまちづくりを目指し、様々

な市民活動を総合的に支援するとともに、市民に最も身近な行政機関である区役所を

支援します。 

 市民協働の基礎として、市民が市に関する情報を手軽に入手できる広報と、市民の

声を施策に活かす広聴に努めます。 

 また、市民一人ひとりの人権が尊重される社会の実現へ向けた取組を進めます。 

 基 本 理 念 

 

基本目標１  市民協働と市民力の発揮 

多様な協働を進め、市民力が最大限に発揮される横浜の実現を目指します 

 

基本目標２  区政支援 

地域活動を支える区役所、区民満足度の高い区役所を目指します 

基本目標３  人権尊重・男女共同参画・個人情報保護 

市民一人ひとりが互いに人権を尊重しあいともに生きる社会、安心して心豊かに 

暮らせるまちの実現を目指します 

 

基本目標４  横浜開港１５０周年記念事業の推進 

横浜開港１５０周年を新たな横浜を創るための好機として、記念事業を推進します

推進事項   脱地球温暖化・環境への配慮 

市民生活のあらゆる場面において地球温暖化や環境へ配慮し、事業を通じて地球の

中で横浜を考える取組を推進します 
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Ⅱ 局運営の考え方 

私たち市民活力推進局は、 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

私たち市民活力推進局の職員は、常に変化する社会情勢の中で、自らが果たすべ

き役割を考えるとともに、人権を尊重しながら、行動していきます。 
また、職員一人ひとりが、市民にとってより質の高いサービスを提供できるよう、

創意工夫し、事業の進め方の工夫やコスト意識を持った業務執行など、改革・改善

に日常的に取り組みます。 
さらに、社会からの要請にこたえていくとともに、職員の能力を最大限に発揮し

て組織の総合力を高めていくため、次のことに重点に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

職場の目標・情報共有

運営方針等に掲げた組織目標(＊)や業務に必要な情報を職員が共有します。 
活発な議論を行い、区局や部課係同士の連携を強め、迅速な対応や効果的なサービスの

実施に活かします。 

１ 

＊局の基本理念、基本目標、局運営の考え方、それぞれの課の重点推進施策・事業の目標など

 

 

 

２ 最前線を重視した支援とサービスの提供

 

 

 
人材育成と組織力の向上

職員一人ひとりが使命感と誇りを持って職務に取り組む人材を育成します。 
 

 

３ 

次に掲げるような職員を目指します。  
  

 

 
 

 

  

 
 
職員が能力を発揮できる環境づくりを通じて、組織全体の力を向上させていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

重点推進取組 

職員一人ひとりが市民をはじめ区役所や外郭団体などの最前線の意見やニーズを理解す

ることにより、共に考え行動し、活動を支援するとともに、サービスの質を向上させます。

ヨコハマを愛し、市民に信頼され、自ら考え行動する職員 

○市民協働、区政支援など局の理念と運営方針を理解し、現場からの 
視点で考え行動する職員 

  ○局の情報や課題を把握し局一体となり、各区役所・他局職員とのネット 
ワークをつくって仕事を進める職員 

  ○事業の必要性や業務の進め方を常に見直し、市民満足の向上につなげる 
職員 

市民協働・市民力の発揮市民サービスの向上 

を重視した組織運営を行います。 

と



背　　景

横浜市人口の推移と将来推計
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218
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3,307
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◇　急速に進む少子高齢化や既存の社会システムの変容などにより、市民生活の社会
　基盤が構造的に変化しています。

◇　地域ごとにまだら模様に異なる人口の増減が見られることなどからも分かるよう
　に、地域ごとに抱える課題は、多様化･複雑化しています。

地域における人口増減（H7～12）

出典：横浜市将来人口推計

出典：都市経営局作成（国勢調査による）
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市内の団塊の世代の人口（Ｈ１９．１．１現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1943
（63歳）

1944
（62歳）

1945
（61歳）

1946
（60歳）

1947
（59歳）

1948
（58歳）

1949
（57歳）

1950
（56歳）

1951
（55歳）

1952
（54歳）

1953
（53歳）

横浜市 49,657 46,635 38,312 41,368 60,693 60,072 61,123 52,947 49,031 46,679 43,533
（男性） 24,362 22,713 19,028 20,603 30,463 29,942 30,710 26,707 25,052 23,540 21,949
（女性） 25,295 23,922 19,284 20,765 30,230 30,130 30,413 26,240 23,979 23,139 21,584

合計

総合計

175,972
（男性）86,706　（女性）89,266

181,888
（男性）91,115　（女性）90,773

192,190
（男性）97,248　（女性）94,942

550,050
（男性）275,069　（女性）274,981

団塊の世代 ポスト団塊プレ団塊

◇　自治会町内会活動とともに、多様な分野においてＮＰＯなどの市民活動が活発化
　しています。

◇　団塊の世代（市民の約５％）が退職期を迎え、地域への回帰が期待されています。

出典：平成１９年度市民意識調査

◇　地域コミュニティでのつきあいも年々希薄化する傾向にあります。

出典：市民活力推進局作成

出典：市民活力推進局作成

隣近所とのつきあい方［経年変化］
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１　市民力が最大限に発揮されるよう、様々な市民活動を支援するとともに、協
　働の取組を広げていきます。
２　地域課題の解決や住みよい地域社会の形成に向け、自治会町内会の活動
　を支援します。

１　文化芸術活動による地域コミュニティの活性化を目指します。
２　次代を担う子どもの創造力を育みます。
３　市民の主体的・創造的な文化芸術活動を支援するため、横浜市芸術文化振
　興財団の機能強化を進めます。
４　文化施設の適切な管理運営や整備等を推進します。

１　市体育協会と連携し、地域スポーツ活動を支援します。
２　市民にスポーツの機会･場を提供するスポーツ施設の運営・維持管理を行い
　ます。
３　市民が気軽に参加できるスポーツイベントを実施し、スポーツへの関心を高
　め、より多くの市民がスポーツを始めるきっかけを作ります。
４　開港150周年記念世界卓球･国際トライアスロンの開催準備を進めます。

１　広報媒体の拡充を図り、市内外へ向け戦略的な広報を展開します。
２　各種広聴事業や横浜市コールセンターを通じて把握した市民ニーズを、市民
　サービス向上や施策反映につなげていきます。

Ⅲ　重点推進施策・重点推進事業

基本目標１

　市民協働と

　市民力の発揮

   地域活動や市民活動への支援と市民協働の推進

   市民スポーツの普及・振興

   市政情報発信力の強化と市民の声の市政反映推進

１

３

４

    市内全域における「文化芸術創造都市・横浜」の展開２

重点推進施策
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１－１　「身近な地域・元気づくりモデル事業」を推進します。　【協働推進課】
　「市民主体の地域運営」のモデル地区を増やし、地域の取組が進めやすくなるよう区局が連携して支援しま
す。（平成１９年度　３地区　→　平成２０年度　８地区以上）
１－２　団塊の世代をはじめ、地域の新たな担い手を増やし、市民活動の支援を充実します。
　【協働推進課】
　区版市民活動支援センターを全区に開設（平成１９年度　１２区→平成２０年度　１８区）し、活動への支援
を行うほか、ライフデザインフェアを実施（９月２０・２１日開催）します。
２　自治会町内会の活性化・加入促進活動を支援し、会館など活動の拠点整備を促進します。
　【地域活動推進課】
　市町内会連合会と連携してライフデザインフェアなどで自治会町内会活動をＰＲし、住民の加入促進を支援
します。
  また、市町内会連合会をはじめ自治会町内会や区と連携し、横浜開港150周年事業の周知を図り、市民の
参加気運を盛り上げます。

１　「横浜アートサイト連携事業」などの事業を実施し、地域コミュニティの活性化を目指します。
　【文化振興課】
　市民、ＮＰＯ等による地域資源を活かしたアート活動の支援（新規２事業）、文化芸術の創造性を福祉やまち
づくりに活かした地域づくり（１８事業）、全日本学生音楽コンクールを核としたクラシックコンサートの実施地域
の拡大などに取り組みます。
２　「芸術文化教育プログラム推進事業」を充実し、子どもの創造力を育みます。　【文化振興課】
　市内の小中・特別支援学校にアーティストを派遣し、子どもが文化芸術を体験する機会を提供します。(６０
校)
３　公益財団法人化に向けて、横浜市芸術文化振興財団の機能強化を進めます。　【文化振興課】
　芸術文化教育プログラム推進のための事務局を設置するなど、公益財団法人として求められる市民の文化
芸術活動の支援機能を強化します。
４　地域文化拠点として、文化施設の適切な管理運営や整備等を推進します。　【文化振興課】
　外部評価（２施設）等により文化施設の適切な運営を図るとともに、施設の整備を進めます。（事業中３施設）

１　地域スポーツ活動の支援を行い、市民の健康づくり等を推進します。　【スポーツ振興課】
　市民の健康づくりや地域コミュニティの醸成に向け、市体育協会、各区体育協会等と連携して、地域におけ
るスポーツ活動を支援します。（総合型地域スポーツクラブ設立に向けた支援→２０年度　２件）
２　市民が安全で利用しやすいスポーツ施設の運営、維持管理を行います。　【スポーツ振興課】
　市民ニーズ等を把握することにより、利用者満足度のさらなる向上を図り、利用者にとってより安全で利用し
やすい施設となるよう努めます。
３　子どもから大人まで多くの市民が気軽に参加でき、共に楽しめるスポーツ・レクリエーションイベントを
　開催します。　【スポーツ振興課】
　開港１５０周年に向けて、日産スタジアムを中心に多くの市民が気軽に参加できる「横浜元気！！スポーツ・
レクリエーションフェスティバル」（仮称）を開催します。
４　市民と一体となって、世界卓球・国際トライアスロンの開催気運を盛り上げます。　【スポーツ振興課】
　大会ボランティアの確保等をはじめ大会の準備を円滑に実施するとともに、市体育協会や各競技団体等と
協働し、小中学生を対象とした卓球教室（２０回程度）やトライアスロン教室（１０回程度）など各種PRを実施しま
す。

１　新たな広報媒体を活用し、市内外への市政情報の発信を強化します。　【広報課】
　新市政広報紙（160万部×６回発行）や交通広告（私鉄車両に掲出）などの新しい媒体を活用して、民間企
業・各区局事業本部等と一層の連携をし、市内外へ効果的な情報発信を行う戦略的な広報を実施します。
２　市民から寄せられた声の施策への反映を促進し、市政の信頼性・透明性を一層高めます。
　　【広聴相談課】
　施策への反映状況を追跡・公表することにより、市民ニーズを踏まえたより積極的な事業の推進を所管課に
促します。
　「横浜市コールセンター」は、つながりやすさを維持しつつ、各区局と連携して応対・回答の質の向上に努め
ます。

主な重点推進事業
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１　地域活動を支える区役所を目指します。
２　区役所機能強化のための組織や予算の見直し等を進めます。

１　戸籍の電算化により、サービスの向上と業務の効率化を進めます。
２　市民にとって利用しやすい、快適で効率的な窓口環境づくりを進めます。
３　窓口サービスの手法やあり方等の検討･検証を進めます。

１　区庁舎の再整備や耐震補強に取り組みます。
２　区民利用施設の着実な整備と施設の利用促進に取り組みます。

１　広報媒体の拡充を図り、市内外へ向け戦略的な広報を展開します。
２　各種広聴事業や横浜市コールセンターを通じて把握した市民ニーズを、市民
　サービス向上や施策反映につなげていきます。

１　市民が人権について考える機会を幅広く提供していきます。
２　男女共同参画を推進するため、「よこはま男女共同参画行動計画」に基づ
　き、施策を着実に推進します。
３　市民との協働を進めながら、男女共同参画センター３館の事業の推進･管理
　運営を行います。
４　円滑で適正な情報公開を進めるとともに、個人情報保護施策を推進します。

　横浜開港１５０周年記念事業を戦略的に広報していきます。
　子どもから高齢者まで、また、市民活動団体や企業など、多くの市民がその力
を発揮しながら、メッセージ力のある横浜開港１５０周年記念イベントを市民と共
に進めます。

　市民生活のあらゆる場面において地球温暖化や環境への配慮を促し、事業を
通じて地球の中で横浜を考える取組を推進します

基本目標３

人権尊重・
男女共同参画・
個人情報保護
 

     区役所の機能強化

    窓口サービスの向上

    区庁舎の整備及び市民利用施設の整備・運営

    人権尊重・男女共同参画・個人情報保護

１

２

３

１

 
 

基本目標２

区政支援

基本目標４

横浜開港１５０
周年記念事業
の推進

    横浜開港１５０周年記念事業の推進

推進事項

脱地球温暖化・
環境への配慮

   市政情報発信力の強化と市民の声の市政反映推進　　【再掲】４
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１　地域活動を支える区役所の役割等について検討します。　【区連絡調整課】
　地域活動を支える区役所の役割や区民意見の反映の仕方等について、市民や有識者等の意見を聞きなが
ら検討します。
２－１　２１年度に実施する区役所組織見直し等の準備を進めます。　【区連絡調整課】
　地域ごとの多様なニーズに対応するために、地域課題を把握・分析し、施策の企画に反映する政策立案機
能の強化や、協働による地域課題の解決や、市民主体の地域運営を推進していくための地域支援機能の強
化等、区役所組織の見直しのための準備を進めます。
２－２　より地域ニーズを反映できるよう区役所予算の改善を進めます。　【区連絡調整課】
　区役所が地域の課題やニーズにより主体的に対応し、局との連携により地域に根ざした政策が展開できるよ
う区役所の機能強化と合わせて区役所予算の改善を進めます。

１　サービスの向上と業務の効率化を目指し、戸籍システムを稼働させます。　【窓口サービス課】
　約２００万戸籍に及ぶ戸籍を電算化し、土日での戸籍証明の発行や待ち時間の短縮など、利便性の向上と
スピードアップを図ります。また、システム化を契機として、効率的な執行体制を構築します。
２　区とともに、区民が安心し信頼できる「魅力ある窓口」を作ります。　【窓口サービス課】
　重点対象４区（神奈川・中・保土ケ谷・緑）を中心とした取組を通じ、応対・環境の両面にわたり、現状を絶え
ず見直し改善を繰り返しながら、より良いサービスを目指す仕組みを作ります。
３　窓口サービスの手法やあり方等の検討・検証を進めます。　【窓口サービス課】
　証明発行サービスのあり方･方向性を明らかにすると共に土曜開庁の認知度を高めます。

１　区庁舎の再整備や耐震補強を効率的かつ効果的に進めます。　【地域施設課】
　市民サービスの最前線である区庁舎については、災害時に重要な拠点となることから、防災やバリアフリー
などに配慮するとともに、区民が利用しやすく親しまれる施設となるよう整備します。瀬谷区総合庁舎の再整備
にあたっては、民間のノウハウを活用するPFI手法により事業を実施します。また、港北区総合庁舎の耐震補
強工事に着手します。
２　コミュニティハウスの整備や地区センターの耐震補強を進めます。　【地域施設課】
　中学校区程度に1館を目標に、段階的にコミュニティハウスの整備を行います。２０年度は、９館の調査、設
計、工事を行います。また、「耐震改修促進計画」に基づき、２０年度は、磯子センターほか３館で実施します。

１　新たな広報媒体を活用し、市内外への市政情報の発信を強化します。　【広報課】　【再掲】
２　市民から寄せられた声の施策への反映を促進し、市政の信頼性・透明性を一層高めます。
　　【広聴相談課】　【再掲】

１　人権啓発活動を全区で行います。　【人権課】
　人権や差別の問題を自分のものとして考えるきっかけとして、区民まつりやパネル展等様々な機会を利用し
た人権啓発活動を、人権擁護委員と連携し、全区で行います。
２　「よこはま男女共同参画行動計画」を推進します。　【男女共同参画推進課】
　男女が働きやすく子育てしやすい事業所を「よこはまグッドバランス賞｣として認定・表彰し、その取組を広く
紹介するほか、若者向けの暴力予防啓発講座（１５回）を実施します。
３　男女共同参画センター３館の事業・管理運営を行います。　【男女共同参画推進課】
　市民との協働を進めながら、女性の社会参画や経済的自立に向けた支援など、男女共同参画社会の形成
を目指した具体的な事業展開を横浜市男女共同参画推進協会と連携して行います。
４　個人情報保護に関する意識向上を図ります。　【市民情報室】
　個人情報の適正な管理や利用について、市職員、事業者等を対象とした研修を実施（受講者延べ２，５００
人以上）するとともに、相談事例を市ホームページ上で年２回公表します。

１　新たな広報媒体等を活用し、記念事業を市内外へ発信します。　【広報課】　【再掲】
２　開港150周年記念「2009年世界卓球選手権横浜大会」「2009横浜国際トライアスロン大会」の開催気運
　を盛り上げます。　【スポーツ振興課】　【再掲】
３　市民が気軽に参加できる「横浜元気！！スポーツ・レクリエーションフェスティバル」（仮称）を開催しま
　す。　【スポーツ振興課】　【再掲】
４　「ライフデザインフェア」を開催し、団塊の世代が地域活動に参加するきっかけを作ります。
　【協働推進課】　【再掲】
５　市民やNPOによる地域のアート活動の開催を支援します。　【文化振興課】　【再掲】
６　子どもの創造力を育む芸術文化活動の体験プログラムを小中学校等で実施します。【文化振興課】 【再掲】

１　戦略的な広報活動により脱地球温暖化の取組を発信します。　【広報課】　【再掲】
２　行事・イベント等で事業を通じた環境活動を実践するとともに、考え方や取組のPRを行います。
　【各課共通】
３　公共施設においてきめ細かなエネルギー管理を促進します。
　【文化振興課・スポーツ振興課・男女共同参画推進課】
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基本目標１　市民協働と市民力の発揮

　「市民主体の地域運営」の推進　　【中期計画重点事業】

　区版市民活動支援センターの充実　　【中期計画重点取組】

●区版市民活動支援センターが全区に
開設され、新たな担い手の発掘をはじめ
とした地域課題に取り組む市民活動へ
の支援や「協働」による身近な課題解決
が推進されています。

１　市民力が最大限に発揮されるよう、様々な市民活動を支援するとともに、協働の取組を広げていき
　ます。　【協働推進課】

●「市民活動支援センター地域展開ガイ
ドライン」を基本に、区と調整して、区版
市民活動支援センターを開設します。
　（6区：西・港南・磯子・港北・戸塚・泉）
●相談・コーディネート能力の向上を図
るため、区版市民活動支援センター職
員の研修等を行います。

●年々増加するＮＰＯ法人（平成19年度
末認証数約1,100団体）をはじめとした市
民活動団体に対する支援の充実が求め
られています。
●市民活動支援センター事業を含む市
民活動支援事業のあり方について、検
討しています。

●市民活動支援事業のあり方の方針が
整理され、市民活動支援センターを中心
とした市民主体による様々な市民活動の
活性化に向けた取組の手法など、平成
21年度からの新たな市民活動支援事業
実施に向けた準備が整っています。

●市民活動支援センター事業や共同オ
フィス事業等の成果や課題、市民活動
団体の意見等を参考に、市民活動支援
事業のあり方について検討を進めます。
●市民活動支援センターの運営主体に
ついて、公募選考を行います。公募にあ
たっては、市民活動支援事業のあり方の
方針を踏まえ、条件整備を行います。

　市民活動支援事業の見直し　　【中期計画重点取組】

　　　　　～多様な協働を進め、市民力が最大限に発揮される横浜の実現を目指します～

　　　地域活動や市民活動への支援と市民協働の推進

現状と課題

20年度当初の状況

●市内には、約18万人の団塊世代の
人々がいます。定年退職を契機に、その
豊かな経験や知識・技術を市民活動に
活かすことが求められています。
●地域に密着した市民活動の拠点とし
て、区版市民活動支援センターが12区
で開設されています。

○　横浜市は少子高齢化が進み、細かい地域ごとに様々な特色があり、課題も異なります。また、地域にいる
　人材や市民の活動状況も多様で、課題解決の方法は一様ではありません。
○　多様化する地域ニーズにきめ細かく対応するためには、地域の様々な主体が連携して、課題解決に取り
　組むことによって、さらに市民力が発揮されることが期待されます。市民の意欲が活きるような、活動支援
　や、市民の取組が進めやすい環境づくりをする必要があります。
○　協働の重要なパートナーである自治会・町内会への加入率が概ね８割の状況の中、住民の加入促進や
　活動活性化への支援や活動拠点整備への支援が引き続き求められています。
○　今まで地域の活動に参加してこなかった市民に働きかけ、団塊の世代等、新たな担い手を増やしていく
　ことが必要です。
○　担い手の発掘のため、自治会町内会活動や協働の事例紹介等の情報発信を積極的に行い、地域の様
　々な活動への関心を呼び起こす等の働きかけが必要です。
○　市民活動への支援策として、身近な地域において、活動に必要な情報提供や相談等ができることが求
　められています。

20年度末のあるべき姿(目標)
目標達成のために
必要な具体的行動

●身近な地域・元気づくりモデル事業の
３つのモデル地区において、地域の課
題解決に向け、地域のさまざまな団体が
協働した取組が進められています。
　（19年度モデル地区）
　　港南区：ひぎり地区・日野南地区
　　戸塚区：ドリームハイツ及びその周辺
　　　　　　　地区

●地域課題の解決に向け、地域の様々
な主体が連携し、それぞれの地域の特
性を活かした取組が８地区以上のモデ
ル地区で進められています。
●課題解決に向けた市民主体の取組が
広がっています。

●モデル地区の取組が進めやすくなる
よう、区局が連携して支援を行います。
●モデル地区の取組を、ホームページ
等を通じて、広く市民にPRし、市民の参
加意欲が高まるよう働きかけます。

■重点推進施策

１
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●市民活動推進ファンドに対する19年
度の寄附額は約1,350万円で、18年度に
対し、約300万円減少しています。特に
個人からの寄附、団体を希望した寄附が
減少しました。
　一方、登録団体への助成金交付総額
は、増加しました。

●登録団体の活動や助成事業に関する
ＰＲ活動をさらに進めることで、登録団体
の活動に対する市民の理解が深まり、登
録団体への助成が増えています。

●協働の取組事例が１０以上、紹介され
ています。
●協働事業の検証が行われ、その結果
がホームページ等を通じて公開されてい
ます。

●１９年度のコラボレーションフォーラム
は、全市フォーラム１回と、地域フォーラ
ムを１７区で開催しました。前年度より参
加者数も増加していますが、事業の開始
から５年目を迎え、フォーラムの開催意
義等について検討する必要があります。

●コラボレーションフォーラムがきっかけ
となり、地域における協働の取組が促進
されています。

●身近な地域で、協働の取組を広げる
ため、地域フォーラム、全市フォーラムを
開催します。
●さらに、開港１５０周年に向け、市民と
協働の成果を共有できるよう、コラボレー
ションフォーラムの効果的な持ち方を、
市民と検討します。

●協働の理念や進め方について、職員
向けの情報発信が進んでいます。

●職員・市民に、協働の取組事例等の
情報が発信されることによって、協働に
対する取組意欲が高まっています。

●自治会町内会への加入促進・活性化
や地域課題の解決への支援が求められ
ています。

　コラボレーションフォーラムの開催　　【中期計画重点事業】

　市民活動推進ファンドのPR　　【中期計画重点取組】

　加入促進の支援・活性化の支援

●マンションや転入者への勧誘や活性
化に向けた事業に、自治会町内会が積
極的に取り組んでいます。
●支援策とし、マンションの業界団体に
加入促進に向けての協力依頼を行い、
転入者への区窓口での対応を徹底しま
す。また、区連会ホームページの開設、
充実を図るなど、活動のＰＲが積極的に
行われています。
●地域課題の解決に向けての「市民主
体の地域運営」のモデル地区の取組や
テーマ型市民団体への認識が、自治会
町内会に広がりつつあります。

●加入促進に向けての協力依頼するマ
ンション業界団体等（⑲3団体→⑳4団
体）
●転入者への区窓口での加入案内パン
フの配付（⑲17区→⑳全区）
●市連会と連携してライフデザインフェ
アで自治会町内会活動のＰＲ
●区連会ＨＰの開設（⑲9区→⑳13区）
●区における先進的な取組（地元の不
動産の業界団体との協定締結、アドバイ
ザー制度など）などの情報の共有化を
図っていきます。（先進的取組の事例紹
介説明会の実施　⑲1回→⑳2回）
●「市民主体の地域運営」のモデル地区
の取組やテーマ型市民団体の活動につ
いて、市連会などを通じて、区とも連携し
周知していきます。

２　地域課題の解決や住みよい地域社会の形成に向け、自治会町内会の活動を支援します。
                                                                              　　　　　　　　　 【地域活動推進課】

■重点推進施策

●助成事業や登録団体の活動内容等を
PRする方法について、登録団体と共に
検討する機会を５月に設け、協働でＰＲ
活動を行います。
●ファンドの制度について、市民や企
業、業界団体等の理解を深めるため、パ
ンフレットを改訂し、配布します。

　ライフデザインフェアの開催　　【中期計画重点事業】

●１９年度は、団塊の世代等が地域活動
に参加するきっかけづくりの場として、ラ
イフデザインフェアを開催しました。参加
者は18,000人という目標に対し、10,700
人でした。

●フェアの内容を充実させるとともに、広
報を積極的に展開し、参加者を増やしま
す。
●市内に約18万人いる団塊の世代等に
とって、ライフデザインフェアが、地域の
活動への参加のきっかけづくりになって
います。

●フェアに参加する行政・企業・市民が
相互に協力し合い、フェアを盛り上げま
す。
●開港１５０周年記念イベントとのタイ
アップにより、効果的な広報を行います。
　目標値：20,000人（９月２０日・２１日　パ
シフィコ横浜展示ホールで開催）

20年度当初の状況 20年度末のあるべき姿(目標)
目標達成のために
必要な具体的行動

　協働に関する情報発信
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●横浜開港150周年に向け、事業のＰＲ
が進み、自治会町内会をはじめ、市民の
参加気運が高まりつつあります。

●市連会をはじめ自治会町内会や区と
連携し、横浜開港150周年事業の周知を
図り、市民の参加気運を盛り上げます。

●各区の先駆的な取組みの情報や、区
局間で業務に関わる情報の共有化が、
必ずしも十分ではありません。

●各区間、区局間で業務にかかわる情
報が活発に交換され、優れた業務手法
が共有され、業務の質が高まっていま
す。

●課長会議、係長会議及び担当者説明
会で適宜、情報の共有化を図ります。

　横浜開港150周年に向けてのPR

●プレ横浜開港150周年を迎えました。

●要綱等に基づいた徹底したスケ
ジュール管理による執行をします。
●要綱、マニュアル等の改訂・点検を進
めるとともに、窓口職員に対する事業説
明等（職員研修）を実施し、情報の共有
化を図り、人材育成を進めます。
　新築　⑲16か所 →  ⑳16か所
　公園集会所（新規）　⑳２か所

　　　市内全域における「文化芸術創造都市・横浜」の展開

○　心豊かな潤いのある市民生活の実現を目指して、地域における市民の主体的創造的な文化芸術活動
　の支援、文化芸術の持つ創造性を福祉や教育などに結びつける取組の推進などにより、文化芸術に親し
　む環境づくりを進めてきました。
○　身近な地域資源を活かした文化芸術活動を市内全域で展開するなど、市民が文化芸術の豊かさと潤い
　を様々な面で実感できる仕組みが求められています。また、このような仕組みを支える人材が求められてい
　ます。
○　横浜の次代を担う子どもの創造力を育むため、文化芸術を体験する機会を一層拡大していく必要があり
　ます。
○　市民の主体的創造的な文化芸術活動を支援する役割を担う横浜市芸術文化振興財団について、公益
　財団法人としての機能強化が急がれています。
○　文化施設については、その使命を踏まえ、文化芸術創造活動の拠点として効果的に運営するとともに、
　新たな整備が求められています。
○　開港１５０周年を翌年に控え、発信性のある文化芸術活動の実施により、「文化芸術創造都市・横浜」とい
　うブランド形成を進めていく必要があります。

　情報共有

　補助金交付の迅速化

目標達成のために
必要な具体的行動

●自治会町内会活動の拠点整備への
支援が求められています。

●平成20年度に計画されている会館及
び公園集会所の整備について、区から
自治会町内会に対して的確な説明がさ
れ、手続が円滑に進められ、整備が完
了しています。

●制度変更後2年間の実績を踏まえ、マ
ニュアルを改訂・充実するとともに、係長
会、担当者事務説明会を開催するなど、
情報の共有化を進めます。（上半期での
交付団体数 ⑲2,119団体→⑳2,224団
体）

●自治会町内会への活動助成（地域活
動推進費）の手続（支払い、精算）の一
層の迅速化が求められています。

●区担当者へ十分な説明をし、区から
自治会町内会の担当者へ的確な説明が
でき、区の年間スケジュールの中で円滑
に手続が行われています。

　会館等の活動拠点整備の支援

現状と課題

20年度当初の状況 20年度末のあるべき姿(目標)

２
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●昨年度初めて開催した「クラシック・ヨ
コハマ」については、継続的な実施が期
待されており、市民へのさらなる定着に
向けた取組が求められています。

●２年目を迎えた「クラシック・ヨコハマ」
が初年度より広いエリアにおいて展開さ
れています。これにより、新進演奏家を
発掘・支援する街であるということが対外
的にアピールできています。

20年度当初の状況

　横浜アートサイト連携事業　　【中期計画重点事業】

　文化芸術の創造性を活かした地域づくり事業　　【中期計画重点事業】

●文化芸術の創造性を福祉やまちづくり
に活かす効果が注目されており、こうし
た事業を19年度は12地域で実施しまし
た。

●区や市民、NPO等と協働により、アー
ティストのユニークな活動による地域課
題解決に向けた取組が１８地域で進んで
います。

目標達成のために
必要な具体的行動

●市民やＮＰＯ等による地域のアート活
動（＝「アートサイト」）として、「横浜の森
美術展」「金沢文庫芸術祭」が行われて
います。また、新規アートサイト開催に向
けた支援を進めています。

●市北部、南部で新規アートサイトが開
催されるとともに、既存のアートサイトとの
ネットワーク化や、横浜トリエンナーレと
の連携が図られています。
　これにより、開港１５０周年を契機とした
都市・横浜の魅力づくりが、市内全域で
進められています。

●市北部では市民ギャラリーあざみ野、
市南部では上郷森の家をそれぞれ拠点
とした新規のアートサイトの開催を、区と
協働しながら市と財団で支援します。（９
月）
●財団がアートサイトをネットワーク化
し、一体的な広報やプロモーション活
動、横浜トリエンナーレとの連携へとつな
いでいきます。（９月）
●区役所のヒアリング等を通じて音楽分
野など他のアートサイトの掘り起こしを進
めます。（３月）

●各施設からの事業提案を公募し、区と
調整の上、実施施設を選定します。ま
た、区、施設とともに実施結果を検証し、
強化すべきソフト機能の検討を行いま
す。

■重点推進施策

　芸術文化教育プログラム推進事業　　【中期計画重点事業】

●「芸術文化教育プラットフォーム」事務
局が実施校を調整し、アートNPO団体等
の参加によりプログラムを提供します。
　併せて、学校からの相談に応じたり、
アーティスト情報を蓄積するとともに、企
業協賛など外部資金の導入を検討しま
す。
●教師のためのワークショップやシンポ
ジウム等を実施し、コーディネーターや
学校現場のニーズを踏まえて、開港150
周年における実施校拡大に向けた基盤
づくりを進めます。

２　次代を担う子どもの創造力を育みます。　【文化振興課】

●区民文化センター等の地域文化拠点
施設が文化振興を進めていくために、強
化するべきソフト事業を支援しています。

●地域文化拠点として必要な文化振興
のソフト機能が明確になっており、その
機能を次期指定管理者公募に活かす検
討がなされています。

●子どもの創造力を育むため、１９年度
は芸術文化活動の体験プログラムを５１
校で実施しましたが、今後さらなる拡大
が求められています。

●芸術文化活動の体験プログラムが、市
内小中・特別支援校６０校で実施されて
います。
●「芸術文化教育プラットフォーム」にお
いて、コーディネートを行う事務局体制
が確立しています。
●芸術文化教育プログラムに関するコー
ディネーターや学校現場のニーズを具
体的に把握しています。

●区と協議の上、実施する１８地域を決
定し、財団の支援により、障害者と地域
住民の交流、青少年の地域活動等、地
域資源を活かした魅力づくりと文化芸術
活動を結びつける事業を進めます。

■重点推進施策

●全日本学生音楽コンクール全国大会
を核として、クラシック・ヨコハマを開催し
ます。第２回目となる今回は、NPO等の
新たな担い手を確保し、地域でのコン
サートの実施エリアを拡大します。また、
開港150周年に全国的にアピールする
記念事業として実施するため、事業内容
について検討します。

　地域文化拠点機能強化事業　　【中期計画重点事業】

　クラシック・ヨコハマ推進事業　　【中期計画重点事業】

１　文化芸術活動による地域コミュニティの活性化を目指します。　【文化振興課】

20年度末のあるべき姿(目標)
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目標達成のために
必要な具体的行動

●財団の「市民やＮＰＯ等のアート活動
支援」「文化芸術にかかる政策提案」な
どの機能がさらに強化されています。
　また、公益財団法人としての認定を受
けています。

　横浜市芸術文化振興財団の機能強化

20年度当初の状況 20年度末のあるべき姿(目標)

３　市民の主体的・創造的な文化芸術活動を支援するため、横浜市芸術文化振興財団の機能強化を進
　めます。　【文化振興課】

■重点推進施策

●市民の主体的創造的な文化芸術活
動を支援するため、横浜市芸術文化振
興財団の機能強化を検討しています。
　また、財団の公益財団法人認定に向
けた準備を進めています。

●鶴見：関係区局により運営に関する議
論を深めるとともに、工事進ちょくに関し
て再開発事業施行者との調整を進めま
す。
●緑：検討委員会を設置し検討を進める
とともに、設計作業を進めます。
●戸塚：基本構想を踏まえ、施設整備の
ための必要な条件を整理し、事業者決
定に向けた準備を進めます。

●鶴見：施設整備が進められているとと
もに、区における文化施設の役割の検
討が行われています。
●緑：区民文化センターによる緑区の活
性化に向けた検討が進むとともに、基本
設計作業が完了しています。
●戸塚：事業者決定に向け必要な準備
を進めています。

■重点推進施策

　文化施設運営事業

●各文化施設の管理者とともに、市民
ニーズを把握しながら、適切な運営と維
持管理がされています。
●日常の運営状況の確認と評価を定期
的に行うとともに、外部の視点も取り入れ
た評価の準備を進めています。

●文化芸術創造都市形成における各文
化施設の使命を果たすため、引き続き、
発信性のある事業の展開や、適切な運
営と維持管理が行われています。
●指定管理施設について定期的なモニ
タリングが行われるとともに、１９年度から
公募による指定管理施設となった２施設
において外部評価が実施されています。
　また、区が実施する区民文化センター
の評価を支援しています。
●平成２１年度末で指定期間が終了す
る市民ギャラリーあざみ野について、次
期指定管理者選定に向けた検討をして
います。

●各文化施設の管理者に対するモニタ
リングや指導を通じて、年間を通して適
切な運営を進めていくほか、まちづくり調
整局と連携しながら施設の適切な維持
管理に努めます。
●横浜能楽堂、横浜みなとみらいホー
ルについて外部評価を実施します。
●１９年度の指定管理者制度検証の成
果を踏まえ、文化施設の専門性、継続
性を考慮した指定管理者選定のあり方
について合意形成を図るほか、２１年度
末で指定期間が終了する市民ギャラリー
あざみ野について指定管理者選定の準
備を進めます。

●市民やＮＰＯ等のアート活動を支援す
るため、「芸術文化教育プラットフォー
ム」事務局、公募型補助金「アスハマ」の
事務局を財団に設置します。
●臨時理事会、評議員会を開催し、定
款案、公益財団法人としての理事、代表
理事、評議員を選任します（11月）。
　年度内に公益財団法人の認定が得ら
れるよう、移行申請を行います（12月）。

４　文化施設の管理運営や整備等を推進します。　【文化振興課】

●各施設からの事業提案を公募し、区と
調整の上、実施施設を選定します。ま
た、区、施設とともに実施結果を検証し、
強化すべきソフト機能の検討を行いま
す。

●区民文化センター等の地域文化拠点
施設が文化振興を進めていくために、強
化するべきソフト事業を支援しています。

●地域文化拠点として必要な文化振興
のソフト機能が明確になっており、その
機能を次期指定管理者公募に活かす検
討がなされています。

　地域文化拠点機能強化事業（再掲）

●鶴見（区民文化センター）：区民の文
化芸術活動の拠点となる文化施設整備
の着実な推進が求められています。
●緑（区民文化センター）：再開発事業
の中で、区民の文化芸術活動の拠点と
なる文化施設の整備が求められていま
す。
●戸塚（文化施設）：再開発事業の中
で、区民の文化芸術活動の拠点となる
文化施設の整備が求められています。

　文化施設整備事業
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●各区地域振興課とも連携し、市体育
協会による区体育協会の事務支援を進
めることにより、区体育協会の事務局体
制の充実や、地域のスポーツ活動実施
に向けた支援を実施します。

●地域住民のスポーツ活動が、区体育
協会等の支援により活発化しています。

　　　　市民スポーツの普及・振興

現状と課題

○　２０年度は、「いきいきスポーツプラン２０１０（横浜市スポーツ振興基本計画）」の計画期間の中間年となり
　ます。同計画では、スポーツを通じて、子どもから高齢者まですべての市民がいきいきとした生活を送るとと
　もに、地域住民の交流や心豊かなくらしを営むことを目指しています。
○　現代社会は、少子高齢化の進展に伴う高齢者介護や青少年の健全育成、障害者の社会参加など様々
　な問題を抱えています。特に高齢化の進展は、高齢者に身近な地域でスポーツ実施機会を提供することに
　より、スポーツを通じた健康づくりがますます求められています。
○　地域社会では核家族化や高齢単身世帯の増加、近隣とのつきあいが希薄となること等により、地域で住
　民が相互に交流しコミュニケーションを深める手段が必要になっています。「スポーツ」は、実践者に対して
　「楽しさ」や「喜び」、「達成感」等をもたらすだけではなく、一緒にスポーツをすることにより「仲間意識」や「連
　帯意識」など人々の間に一体感を醸成することにもつながります。
○　市民がスポーツを通じて、心豊かな暮しを営めることが望まれており、競技スポーツの振興に加えて、次
　のような住民が主体となった地域における新たな生涯スポーツ振興のしくみづくりが求められています。
　　　①身近な場所でスポーツができる仕組みとしての総合型地域スポーツクラブの育成
　　　②利用者の視点に立った施設運営
　　　③多くの市民が気軽に参加できるスポーツイベントの開催
　　　④世界卓球等大規模スポーツイベントを通じて、トップアスリートに触れる機会を提供することによる
　　　　 スポーツの普及や大会ボランティア等を通じた一体感の醸成

１　市体育協会と連携し、地域スポーツ活動を支援します。　【スポーツ振興課】

20年度末のあるべき姿(目標)

●区体育協会など地域のスポーツ関連
団体と連携し、地域のスポーツ活動を一
層支援する仕組みができつつあります
●11区の区体育協会においてはより活
動範囲を広げるため、区体育協会の自
立運営に向けた支援を進めています。

●総合型地域スポーツクラブが13クラブ
設立されています。
●クラブを育成するための助成制度を創
設しています。

　総合型地域スポーツクラブの育成　　【中期計画重点事業】

●設立準備団体に対し、市体育協会が
必要な支援を実施することで、2団体が
設立に向けた活動しています。
●総合型地域スポーツクラブの認知度
が向上しています。

●総合型地域スポーツクラブを円滑に
設立するため、市体育協会と連携し、設
立準備団体に対し関係者間の調整や開
設に向けた手続の補助等の支援を実施
します。
●設立済みの総合型地域スポーツクラ
ブの代表者による連絡会議の設置（平
成２０年度末予定）について、開設準備
会で検討します。
●ホームページ等の広報媒体や横浜マ
ラソン等のスポーツイベント等を活用し
て、市民に対して総合型地域スポーツク
ラブの理念や設立済みクラブの事業等
を紹介するなど総合型スポーツクラブの
ＰＲを実施します。

　地域のスポーツ活動の支援

20年度当初の状況

■重点推進施策

目標達成のために
必要な具体的行動

３
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●文化体育館、余熱利用プール、国際
プールなどスポーツ施設について、利用
者満足度の更なる向上が望まれていま
す。

　横浜元気！！スポーツ・レクリエーションフェスティバル（仮称）

●横浜元気！！スポーツ・レクリエーショ
ンフェスティバル（仮称）実行委員会を立
ち上げる準備をしています。

３　市民が気軽に参加できるスポーツイベントを実施し、スポーツへの関心を高め、より多くの市民がス
　ポーツを始めるきっかけを作ります。　【スポーツ振興課】

●余熱利用プールを始め、各施設の築
年数の経過に伴い、大規模修繕を要す
る施設が増加しており、予算の範囲内で
優先順位を付けた営繕が必要になって
います。

● 利用者ニーズや外部有識者等の評
価が施設の運営・維持管理に反映され、
利用者の満足度がより高まっています。

■重点推進施策

■重点推進施策

　スポーツ施設の計画的な営繕

●計画的な営繕ができるよう、施設ごと
の修繕履歴のデータベース化を進めま
す。

●長期保全計画に基づく計画的な修繕
を行うための体制ができています。

２　市民にスポーツの機会・場を提供するスポーツ施設の運営・維持管理を行います。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【スポーツ振興課】

　スポーツ施設の市民満足度の向上

　ＪＯＣパートナー都市協定

●日本オリンピック委員会との協定が締
結され、本市とJOCとの間で行う協力事
業について具体的に検討を進めていま
す。

●日産スタジアムを中心に新横浜公園
全体を使って、子どもから大人まで幅広
い年代の市民（８万人）が、気軽に参加
できるイベントが秋に開催されています。
●このイベントを通して、多くの市民が開
港150周年を共に祝う気運が盛り上がっ
ています。

●各施設において、アンケートなどによ
り施設利用者の満足度やニーズを把握
します。
●外部有識者や利用団体代表から構成
される指定管理者評価委員会におい
て、各施設の運営状況について評価を
いただきます。

●ＪＯＣからの協力として、オリンピック選
手を指導者やゲストに招いたスポーツ教
室やスポーツイベントが開催されていま
す。
●ＪＯＣへの協力として、各種競技の日
本代表クラスの強化合宿などが本市施
設で行われています。

●ＪＯＣに対し、招へいを希望する選手
のリストを早期に提出し、選手の確保の
ための交渉を行います。
●各競技団体の合宿情報と本市施設の
使用状況を確認し、協定に基づくＪＯＣの
要請に備えます。

●実行委員会を６月に立ち上げます。
●実行委員会において、誰でも気軽に
参加できるプログラムを市体育協会や種
目団体などと協力し企画します。
●多数の参加者を集めるために、実行
委員メンバーであるメディア関係者の協
力を得ながら広報を充実させます。

20年度当初の状況 20年度末のあるべき姿(目標)
目標達成のために
必要な具体的行動

15



20年度当初の状況 20年度末のあるべき姿(目標)
目標達成のために
必要な具体的行動

　２００９年世界卓球選手権横浜大会

●大会概要、警備計画、安全対策等に
ついて、関連機関・団体、地元住民等へ
の説明を行います。
●各専門部会での検討を進め、具体的
な計画（交通規制時間・警備員配置・安
全防護柵等コース設置物）を策定しま
す。
●「世界こどもスポーツサミットin横浜」の
実施計画を策定し、国内に向けて参加
者募集の告知を行い、また海外に向け
ては関係団体に対し、案内状を送付しま
す。
●広報媒体を利用し、参加者を募るトラ
イアスロン教室の実施（横浜国際プー
ル、横浜市立大学等で10回程度実施予
定）、各種イベント（横浜マラソン、女子
駅伝、国内トライアスロン大会、Ｊリーグ
マッチ等）でのＰＲブース設置、大会広
報親善大使（リサ・ステッグマイヤー氏）
による大会ＰＲを行います。
●関連部局・団体（環境創造局・港湾
局・ＮＰＯ）等と連携して水質浄化に向け
ての検討、取組（きれいな海づくり事業
等）を進め、水環境に対する市民の関心
を高めます。

●横浜大会組織委員会及び実行委員
会が発足し、その中で、競技運営、広報
など１２の専門委員会と協賛社獲得特別
委員会を設置し、大会開催に向けた収
支予算、事業計画等について検討して
います。
●国際大会の運営を支援する市民参加
型のボランティア組織の形成に向けた企
画検討がされています。
●国際大会の開催を契機とした卓球競
技の普及を目指して、市内小中学校で
の巡回教室が実施されています。

●コースの概要が決定し、関係団体・機
関、地元住民等と調整を進めています。
●各専門部会で競技運営・安全対策等
の検討が進んでいます。
●「世界こどもスポーツサミットin横浜」に
ついて、実施内容・スケジュール等の基
本計画をまとめています。
●大会の盛り上げについて、１９年度に
引き続き計画を進めています。
●山下公園前海域が本大会スイム会場
となりますが、横浜港の水質など市民の
水環境への関心をより高めて行く必要が
あります。

●関係機関・団体、地元住民等と大会
開催についての基本的な合意形成がで
きています。
●各専門部会（競技・安全・宿泊・こども
サミット等）にて各分野の課題が出され、
対応を図っています。
●「世界こどもスポーツサミットin横浜」の
実施計画に基づき、国内外の参加者募
集が始まっています。
●各種広報媒体を利用したＰＲ・大会周
知及びトライアスロン教室が行われ、市
民のトライアスロンに対する認知度が上
がっています。
●トライアスロン大会の開催が市民の
「水環境を考える」きっかけとなり、川や
海に対する浄化意識が高まっています。

●専任職員を事務局に配置し準備業務
を支援します。
●大会ＰＲ用グッズ等を製作し近隣で開
催される卓球大会等でＰＲします。
●競技団体が行う協賛社の獲得を支援
します。
●組織委員会に大会収支予算、事業計
画を提出し承認を得ます。
●延べ1,000人程度の市民ボランティア
を募集し、研修を実施します。
●小中学校での卓球巡回教室を20回程
度開催し、卓球の普及と大会に向けた
機運を盛り上げます。
●世界卓球選手権大会のプレ大会であ
るフォルクスワーゲンオープン荻村杯
２００８で市民招待等を実施します。

●21年4月28日からの開催に向けて、参
加選手の受入れや競技運営体制等の
具体的な実施計画、運営マニュアルが
策定され、必要な準備が整っています。
●大会を支えるための、多くの市民が参
加するボランティア組織が形成され、必
要な研修が実施されています。
●卓球競技の普及と競技力の向上が図
られています。

■重点推進施策

４　開港150周年記念世界卓球・国際トライアスロンの開催準備を進めます。　【スポーツ振興課】

　２００９横浜国際トライアスロン大会等
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●全戸配布の新市政広報紙発行の準
備段階に入っています。

　新市政広報紙の発行

●各局への働きかけ、ポスター掲出時期
の調整
●月ごとにテーマを決定
●電鉄会社との連絡調整
●アンケートによる広報効果の検証
●掲出箇所拡大の検討

■重点推進施策

●広報よこはまと新市政広報紙の連動
により、市政情報発信の量・頻度が増加
しています。
●新市政広報紙を活用して横浜市の先
進的な施策を市内外にＰＲすることによ
り、横浜開港150周年事業をはじめとした
市の重点施策の認知度と、横浜のブラン
ドイメージが向上しています。

●交通広告ポスターの掲出がタイムリー
に行われ、市政情報発信の量・頻度が
増加し、横浜開港150周年事業をはじめ
とした、市の重点施策の認知度と横浜の
ブランドイメージが向上しています。

●スキームを固め、仕様を決定
●制作体制の構築
●民間企業、開港150周年・創造都市事
業本部等との連絡調整
●年度後半からの継続的な発行（6回発
行、各160万部）
●アンケートによる広報効果の検証
●配布エリア拡大の検討

　交通広告の実施

●都内へ乗り入れる私鉄の車内に広告
ポスターの掲出が開始されています。

●職員が簡単にホームページの編集・
更新が行えるシステム構築の準備ができ
ています。

●最新の情報をできるだけ迅速に市民
へ提供するため、ホームページの更新
情報をまとめてパソコンの画面に表示し
たり、メールで配信するシステムが、平成
21年度の稼動に向けて構築されていま
す。

●職員が簡単にホームページの編集・
更新が行えるシステム（ＣＭＳ：コンテン
ツ・マネジメント・システム）の構築
●現コンテンツのＣＭＳサーバへの移行
に伴う各区局事業本部との連絡調整

　　　　市政情報発信力の強化と市民の声の市政反映推進

現状と課題

目標達成のために
必要な具体的行動

●発信すべき情報の収集と取捨選択
●重要施策について、メディアミックス型
の広報計画の作成と実施
●主要事業の認知度調査等の結果と分
析による広報戦術の検討実施

20年度当初の状況 20年度末のあるべき姿(目標)

１　広報媒体の拡充を図り、市内外へ向け戦略的な広報を展開します。　【広報課】

●区局の年間重点広報スケジュールを
把握し、各媒体による広報が計画されて
います。

○　市民活力推進局では、広報紙、テレビ、ラジオ、インターネットなどの媒体を通じ、市政の様々な情報を
　市民にお伝えしていますが、厳しい財政状況の下、広報予算が年々減少していく中で、市の広報力の相対
　的な低下が懸念されていました。平成19年度は新たな媒体の確保や民間とタイアップした広報の拡大を行
　いましたが、20年度は、19年度に引き続き、民間との連携強化、市内外への情報発信力の質的・量的な強
　化などにより、戦略的で効果的な広報を行っていく必要があります。
○　広聴は、様々な手法で把握した市民ニーズを施策に反映させることが本来の目的です。これまで、市民
　の声を受け止めるための様々な手法や仕組みを整えてきましたが、今後は、寄せられた声への回答だけで
　なく、施策への反映により重点を移し、市政の信頼性・透明性を一層高めていく必要があります。
　　 また、市民から活発な意見・提案が寄せられるよう、施策や事業に反映された具体事例を広報していくこ
　とも大切です。
○　横浜市コールセンターは、規模が拡大していますが、区局と密接に情報交換することで、市民の知りたい
　ことに的確にこたえること、また、市民相談では、各区局が独自に実施している様々な相談窓口を市民に分
　かりやすく案内し、利用しやすい環境を整備することが重要です。

●広報課がイニシアチブをとった戦略的
な広報計画の下に、所管課と連携したタ
イムリーな広報が実施され、横浜開港
150周年事業をはじめとした重点施策に
対する認知度が高まっています。

　戦略的広報の実施

　システムの構築等

４
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20年度当初の状況

●各区局で独自に種々の相談業務を実
施しています。

●相談業務に関する市民ニーズが把握
され、区局との連携により相談情報等が
分かりやすく市民に提供されています。

●市民の相談ニーズ把握のためのアン
ケート調査を年２回実施
●相談業務に関する関係区局の連絡会
による相談情報の整理
●関係機関との連携による多重債務相
談等の企画相談の実施

　わかりやすい相談業務の推進

　応答体制の充実と市民サービスの向上

　広聴マインドをもった職員の育成

　市民に向けた情報発信

●リーフレットの配布などにより、施策に
反映された事例が市民に向けて情報提
供されています。

●「市民の声」が施策に反映された事例
などが、市民向けに分かりやすく広報さ
れています。

●市民に施策に反映された事例などを
分かりやすく紹介するため、リーフレット
「広聴情報　かけはし」を年２回発行する
ほか、他の広報媒体を活用した積極的
な情報発信を行います。

●コールセンターへの市・区役所の各種
手続などの問い合わせに加え、区役所
代表電話の業務代行区が2区増えて14
区となり、規模が拡大しています。

●いつでもつながり、親切丁寧な対応で
問い合わせに適切に回答しています。ま
た、関係部署と連携し、区役所代表電話
の代行業務については迅速で正確な取
次ぎを行い、一般的な問い合わせには
お待たせすることなく回答して、市民
サービスが向上しています。
●コールセンターに寄せられた声につ
いて、庁内で共有、活用しています。

●コールセンターの繁閑に応じたオペ
レータの適正配置の徹底やサービススキ
ルの向上（平均応答率95％以上）
●区役所代表電話代行の区との連携強
化に向けた取組（要望・提案等の情報の
交換）を毎月実施
●コールセンターに寄せられる問い合わ
せ等の傾向や改善のヒントなどをまとめ、
毎月庁内に発信します。

●広聴の対応スキルやデータの活用な
ど、職員を対象とした各種広聴研修が実
施されています。

●的確なニーズ分析など、総合的な広
聴対応能力の向上を目指した職員研修
が実施されています。

●広聴の対応スキルやデータの活用、
マインド醸成など、総合的な広聴対応能
力を向上させる研修を年４０回程度実施
します。

２　各種広聴事業や横浜市コールセンターを通じて把握した市民ニーズを、市民サービス向上や施策反
　映につなげていきます。　【広聴相談課】

目標達成のために
必要な具体的行動

　施策反映状況の追跡・公表

●従来の市民の声に対する回答だけで
なく、「今後検討」などと回答した案件の
施策への反映状況について、追跡・公
表する仕組みが整えられています。

●施策への反映状況を追跡・公表する
仕組みの趣旨、運用ルールが庁内で周
知され、その対応状況がホームページ
上で公表されることで、市民から見て分
かりやすくなっています。

●研修の実施やＹＣＡＮへの資料掲載
などにより、施策反映状況の追跡・公表
の運用ルールを周知し、定期的に進行
管理を行います。
【庁内における情報還元】
●庁内向けに毎月「広聴情報」を発行す
るほか、所管課に対して、市民ニーズを
踏まえたより積極的な対応を促すための
情報提供や働きかけを行います。

20年度末のあるべき姿(目標)

■重点推進施策
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●区役所組織見直し等への取組につい
て実施の方針及び、以下のとおり具体的
取組が確定しています。
　・組織機構改革
　・人員体制
　・人材育成プラン
　・区長の権限強化
　・区政支援の体制

●区が重要と考える課題やニーズに区
や局が着実に事業化を図り解決してい
けるよう、区配予算や区づくり推進費の
改善、充実を求める意見が出されていま
す。
●２０年度予算編成から区の重要案件
について全市的な視点で議論調整する
場を設置し、区のイニシアチブの下、区
だけでは対応できない課題に対して局と
連携して対応する区局連携事業を拡充
しています。

　区役所予算の改善

１　地域活動を支える区役所を目指します。　【区連絡調整課】

目標達成のために
必要な具体的行動

●地域活動を支えていく区役所の役割
や区民意見の反映等について、市民や
有識者の意見も含めた方向性が出てい
ます。

●地域活動を支えていく区役所の役割
や区民意見の反映等について検討しま
す。
●市民や有識者等による懇談会等を開
催し、意見交換を行います。（年６回程
度）
●関係区局によるプロジェクトを開催し、
全体の進行管理を行います。（月１回開
催）

●市民主体や協働による地域づくりを推
進するため、区役所の地域活動への支
援が求められています。
●検討のための関係区局によるプロジェ
クトを20年2月に立ち上げ、検討していま
す。

基本目標２　区政支援

　　　　区役所の機能強化

現状と課題

　　～地域活動を支える区役所、
　　　　区民満足度の高い区役所を目指します～

○　これまで、区役所を市民に最も身近な地域の総合行政機関として位置づけ、身近な課題に迅速かつきめ
　細かく対応できるように、政策・財政・組織の面から機能強化に取り組んできました。
○　同一の区内であっても高齢化や人口増減などが地域ごとに異なる形で現れる等、社会環境の変化に伴う
　多様なニーズに対応していく必要があることから、今後は、地域の課題を区民との協働により解決していくこと
　や、「市民主体の地域運営」を推進していくことがますます重要となっています。このため、地域に関する情報
　を区役所各課で共有し、区政に反映させる政策立案機能や地域支援機能の強化が求められています。
○　こうした時代の変化をとらえ、地域活動を支えていく区役所の役割や区民意見の反映等について検討する
　とともに、区役所の組織見直しや区役所予算の改善等の機能強化に取り組みます。

■重点推進施策

●区が、より地域の課題やニーズに沿っ
た予算編成ができるよう自主企画事業費
等の改善・充実が図られています。
●区がより主体的に地域課題に対応し、
地域に根ざした政策を展開できるような
区役所予算の改善案がまとまっていま
す。

●21年度予算編成に向けて、重点政策
事業の採択方法などの見直しを図り、よ
り地域の課題やニーズに沿った予算編
成ができるよう自主企画事業費等の改
善を図ります。
●関係区局による検討プロジェクトによ
り、区がより主体的に地域課題を解決で
きるよう、①区局が連携して取り組む仕
組み、②政策（計画）、予算、執行体制
が連動する仕組みの構築に向けた検討
を行います。
●予算に関するこれまでの調査分析を
踏まえ、より区が裁量を発揮し、地域に
根ざした政策を展開できるよう区配予算
や個性ある区づくり推進費の見直しを行
います。

　地域活動を支える区役所の役割検討

　区役所組織の見直し　　【中期計画重点取組】

■重点推進施策

20年度当初の状況 20年度末のあるべき姿(目標)

２　区役所機能強化のための組織や予算の見直し等を進めます。　【区連絡調整課】

●21年度の区役所組織見直し実施に向
けた20年度のスケジュールが確定してい
ます。
●19年度プロジェクトにおいて、政策立
案機能・地域支援機能強化を中心とした
区役所組織の再編の考え方がまとまっ
ています。

●「区のあり方検討プロジェクト」など、区
局の部長級や課長級による4つのプロ
ジェクトを開催し、準備を進めます。
●区長会議等を通じて、区とともに組織
見直し素案を作成していきます。（毎月）
●総務部、福祉保健センター、土木事
務所の3部全体を見据えて、区役所組織
見直し案をまとめます。（10月）

１
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●窓口サービス満足度調査のうち、「窓
口全体の印象」について「満足」と答えた
市民が50％を超えています。

●19年度に引き続き中区・瀬谷区の証
明発行窓口、新杉田行政サービスコー
ナーに民間従事者を導入しています。

●官民の役割分担の考えを踏まえ、戸
籍課の各業務について、運営主体や執
行体制の方向性が決まっています。

●今年度実施事業の検証作業を行うとと
もに業務を分析し、これらの結果や関係
法令を踏まえながら、業務委託、労働者
派遣、市場化テストなどの手法から、最
適な手法を選択できるよう、検討を進め
ます。

●重点対象区を中心に、区と局が連携
し、環境・応対両面での改善活動を進め
ます。
　実施に当たっては、窓口の職員が中心
となって取り組むとともに、外部評価の実
施などにより、窓口職場にＰＤＣＡによる
改善が根付くよう支援します。

●各区や行政サービスコーナーへの端
末設置を行い、戸籍電算化後の事務フ
ローを作成し、また、職員向けの操作研
修を実施します。
●執行体制については、電算化後の区
役所戸籍課の業務量の精査を行いま
す。
●業務支援拠点（仮称）の運営事業者を
選定の上、システム稼働にあわせ、運営
を開始します。
　また、稼働後は、安定的運用を維持す
るとともに、戸籍課全体の業務量の精査
や分析を行い、効率的な執行体制を構
築します。

20年度当初の状況 20年度末のあるべき姿(目標)
目標達成のために
必要な具体的行動

２　市民にとって利用しやすい、快適で効率的な窓口環境づくりを進めます。　【窓口サービス課】

19年度に策定した「区役所窓口サービス
標準」に基づき、
●窓口サービス向上プログラムの展開に
着手しています。
●「魅力ある窓口づくり推進事業」の重
点対象区4区（神奈川・中・保土ケ谷・
緑）を対象としたスタートアップミーティン
グが始まっています。

　　　　窓口サービスの向上

　魅力ある窓口づくり推進事業

１　戸籍の電算化により、サービスの向上と業務の効率化を進めます。　【窓口サービス課】

■重点推進施策

●戸籍システムが全区で稼働し、証明
発行の待ち時間短縮など、市民サービ
スの向上が図られています。
＊戸籍編さん期間の短縮
　１～２週間→１～２日
＊戸籍謄・抄本の発行
　７分→４分
●システム稼働に伴い、業務の効率化
が図られ、戸籍課の新たな執行体制が
確定しています。

　窓口業務民間活用事業　　【中期計画重点取組】

現状と課題

○　少子高齢化社会の進行などの社会情勢の変化に伴い、市民が求める窓口サービスも多様化してきていま
　す。１９年度窓口サービス満足度調査では、窓口サービスの「全体的な印象」について「満足している」が
　４６．９％と、昨年度（４４．０％）より約３ポイント増加していますが、個別にみると「待合い場所のすごしやすさ」
　が３３．９％と最も低く、「待ち時間」や「プライバシーへの配慮」なども「全体的な印象」を下回っています。この
　ような状況を踏まえ、窓口サービス向上に向けて、区と連携しながら、さらなる改善を進めていくことが必要で
　す。また、戸籍の電算化を契機とした効率的な執行体制を構築する必要があります。

●戸籍システムの20年度中の稼働に向
けて、データのセットアップ作業や各区
の機器配置などの準備が進んでいま
す。
●各区における戸籍システムへの入力
業務を全市一括で行う「戸籍業務支援
拠点（仮称）」の民間委託に向けた手続
を進めています。

■重点推進施策

　戸籍電算化事業　　【中期計画重点取組】

２
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　行政サービスコーナー運営事業

20年度当初の状況 20年度末のあるべき姿(目標)
目標達成のために
必要な具体的行動

●平日区役所を利用できない市民への
サービス向上を図るため、全区役所で第
２・第４土曜日の開庁を実施しています。

●市民の認知度が一層高まり、多くの市
民に利用されています。
【認知度の目標】
45％（市民意識調査等）
【利用者数の目標】
（戸籍課の届出・申請業務）
平日を100％とした場合の休日の利用者
数の割合40％

●市民の認知度を高めるため、以下の
取組を行います。
　・各区でポスター、横断幕などの掲出
（継続）
　・ＵＲ、不動産協会等を通じたポス
ター、チラシの掲出・配布（継続）
　・広報よこはまなど広報紙やホーム
ページでの広報の実施（継続）
　・その他効果的な広報の検討・実施
（新規）

　　　　区庁舎の整備及び市民利用施設の整備・運営

現状と課題

○　区庁舎・区民利用施設の整備にあたっては、計画的に進めているところですが、時代の変化と共に多様化
　する市民ニーズを的確にとらえ、より市民満足度の高い行政サービスを提供していくことが必要です。また、
　厳しい予算の中、より効率的な事業の遂行が求められています。
○　区庁舎の整備については、防災やバリアフリーなどに配慮した安全で安心な施設とすることが重要である
　とともに、区と局の役割分担を明確にし、市民サービスの最前線である区役所の機能強化が求められている
　ことを意識し、機能的で、市民が誇れ、親しまれる庁舎を目指す必要があります。
○　区民利用施設の整備については、既に着手済みの事業に関しては、関係区局と連携し確実に事業を進
　行・完了させ、今後着手する事業に関しては、厳しい予算の中で、地域ニーズに沿った施設を効率的・効果
　的に整備するため、事業着手前に関係区局との調整・検討を重ねていくことが必要です。また施設の運営に
　市民協働や地域コミュニティの振興を推進する視点で区を支援し、施設の利用拡大を図っていく必要があり
　ます。

　第２・第４土曜日開庁の取組　　【中期計画重点取組】

●証明書自動交付機などＩＴを活用した
新たなサービス向上手法について引き
続き検討を行い、今後の方向性につい
てＩＴ化推進本部に諮ります。
●地域におけるサービス提供のあり方検
討関係課長会において、引き続き、地域
拠点の今後の方向性について検討を行
います。

　新たなサービス提供手法の検討　　【中期計画重点取組】

●横浜駅行政サービスコーナーを横浜
駅みなみ通路へ移転、拡張し、５月７日
から業務を開始するための工事が進め
られています。

●チラシやポスター、ホームページなど
市民向けの広報を通じ、行政サービス
コーナーの移転について周知を行いま
す。
●円滑な移転のため、事業の推進に当
たっては、西区をはじめとする関係機関
と綿密な調整を行います。

■重点推進施策

●証明書自動交付機など新たなサービ
ス向上手法について、検討を行っていま
す。
●6区において実施されている、地区セ
ンターや郵便局を活用した、地域におけ
る証明発行サービスについて、今後のあ
り方の検討を行っています。

●証明発行に関する新たなサービス向
上手法や、地域におけるサービス提供
のあり方について、費用対効果など様々
な視点からの検討を終えています。
●横浜市における、今後の証明発行
サービスの方向性が明らかになっていま
す。

●横浜駅行政サービスコーナーがス
ペースを倍増し、みなみ通路で業務を
行っています。（６３．５㎡→１１９㎡）
●より分かりやすい場所に移転し、利便
性が向上し、また、待合いスペースの拡
大により個人情報の保護や快適性が向
上しています。

３　窓口サービスの手法やあり方等の検討･検証を進めます。　【窓口サービス課】

３
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●保土ケ谷公会堂は、実施設計に着手
します。

●保土ケ谷公会堂は、耐震補強工事が
完了しています。

●保土ケ谷公会堂は、併設の図書館と
ともに、関係区局との連携を図り、20年
度中に耐震補強工事を進めます。

●保土ケ谷土木事務所は、仮設庁舎設
計に着手します。

１　区庁舎の再整備や耐震補強に取り組みます。　【地域施設課】

■重点推進施策

　区庁舎等耐震性強化事業　　【中期計画重点取組】

　区庁舎等耐震性強化事業　　【中期計画重点取組】

●戸塚区は、ＰＦＩ導入可能性調査の結
果をまとめ、整備手法を決定するための
課題の整理を進めています。

●戸塚区は、施設整備のために必要な
条件を整理し、事業者決定に向け、準
備を進めています。

●戸塚区は、区総合庁舎と合築となる文
化ホール部分の仕様や規模を含め、関
係区局と連携して公益施設ビルの整備
内容をまとめ、22年秋着工・24年秋しゅ
ん工に向け、都市整備局と共同でＰＦＩ
導入のための具体的な作業を進めま
す。

●港南区は、用地取得に向けて国と分
割等を含めた取得方法について調整を
行っています。

●港南区は、21年度の基本計画策定に
向け、基礎調査を策定しています。ま
た、用地の分割取得について交渉が進
んでいます。

●西区は、関係区局と連携しながら、実
施設計を進めてまいります。

●西区は、建築基準法改正による国の
耐震基準変更のため、構造計画の見直
しを行い、引き続き、実施設計を進めて
います。

●西区は、21年度の工事着手に向け、
実施設計を進めています。

20年度当初の状況 20年度末のあるべき姿(目標)
目標達成のために
必要な具体的行動

●港南区は、関係区局との連携を図り、
用地の早期取得や区庁舎及び公会堂
の整備内容をさらに精査します。

　瀬谷区総合庁舎整備事業　　【中期計画重点取組】

　南区総合庁舎整備事業　　【中期計画重点取組】

　戸塚区総合庁舎整備事業　　【中期計画重点取組】

　港南区総合庁舎整備事業　　【中期計画重点取組】

●瀬谷区は、ＰＦＩ手続として再入札公告
（2月19日）を行い、ＰＦＩ事業者選定の準
備を進めています。

●瀬谷区は、ＰＦＩ事業者の選定及び契
約が完了、ＰＦＩ事業を開始し、設計に着
手しています。

●瀬谷区は、社会状況や応募者の動向
を見据え、関係区局との連携を図り、ＰＦ
Ｉ手続や審査委員会を円滑に進めます。

（今年度の主な予定）
　入札・提案書受付　　　(7月）
　落札者の決定・公表　（9月)
　契約議決　　　　　　　（12月）

●南区は、大岡高校跡地の具体的な活
用方法について検討を進めています。ま
た、庁舎移転に必要な道路拡幅用地取
得のため、土地所有者との交渉を進めて
います。

●南区は、庁舎移転に必要な道路拡幅
用地取得について土地所有者との基本
的合意を得ています。また、大岡高校跡
地の整備手法を確定します。

●南区は、道路用地取得のため、さらに
交渉を進め、関係者の合意を得る必要
があります。また、大岡高校跡地の整備
手法の確定に向け、さらに検討を進めま
す。

●港北区は、実施設計が完了し、工事
に着手します。

●港北区は、21年度しゅん工に向け、今
年度中に４割程度、工事を進めていま
す。

●港北区は、適切な施工管理を行い、
工期内（Ｈ22.2）の工事完了に努めま
す。

　区庁舎等耐震性強化事業　　【中期計画重点取組】

　区庁舎等耐震性強化事業　　【中期計画重点取組】

●保土ケ谷土木事務所は、仮設庁舎工
事が完了しています。

●保土ケ谷土木事務所は、関係区局と
の連携を図り、21年度の耐震補強工事
に向け、仮設事務所の設置を進めます。
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●港北公会堂は、区庁舎の耐震補強工
事と調整を図り、適切な施工管理を行
い、工事完了に努めます。（Ｈ21.3）

　区庁舎整備等改修事業　　【中期計画重点取組】

目標達成のために
必要な具体的行動

20年度末のあるべき姿(目標)

●港北公会堂は、設備等改修（エレ
ベータ設置等）のための設計が完了し、
工事に着手します。

●港北公会堂は、工事が完了していま
す。

●用地取得計画に向けて、関連局と調
整を進めています。

●野外活動施設用地１．５haのうち、一
部を横浜市が取得しています。

●環境創造局と共管で不動産鑑定評価
を実施し、横浜市財産評価審議会の決
定価格に基づいて、土地所有者と用地
取得契約を締結します。

●整備状況　108館しゅん工
　　・市民活力推進局所管　（23館）
　　・教育委員会所管　　　　（85館）
●既着手コミュニティハウス　（ 9館）

●平成20年度予算計上施設の整備状
況
・ しゅん工、開館：上白根　　　    （1館）
・工事：鶴見駅東口　　　　　　     （1館）
・着工：常盤台、新橋、上大岡　　（3館）
・実施設計完了：別所、日野南、高田　(3
館)
・調査：岸谷　　　　　　　　　　　　　(1館）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（合計9館）

●施設の整備に関しては、関係区局と
適宜打合せを行い、定期的調整会議
や、綿密なスケジュール管理の下で事
業を進ちょくさせます。
●実施設計にあたっては、基本設計の
際に開催した地域の代表による建設委
員会の意見を反映させます。

●学校施設活用型を含むコミュニティハ
ウスの今後の運営方法等について、関
係区局と検討を行うための準備を行って
います。
●指定管理者の創意工夫を活かすため
に作成したガイドラインに基づき、市民
サービスの向上等の新たな取組につい
て、区と指定管理者が協議を行っていま
す。

●コミュニティハウスの今後の運営方法
等について課題を抽出し、対応策の考
え方が整理されています。
●ガイドラインに沿った新たな取組が行
われ、利用促進が図られています。

●関係区局課長会、局内関係課長会に
おいて運営方法の課題及び対応策の考
え方を調整します。
●区と連携し、指定管理者連絡会や館
長会などにおいて、ガイドラインの活用
を働きかけます。

　「上郷・森の家」運営事業

　市民利用施設運営事業

２　区民利用施設の着実な整備と施設の利用促進に取り組みます。　【地域施設課】

●耐震補強・小規模対策・バリアフリー
対策が必要な地区センター4館につい
て、引き続き工事、設計及び調査が行わ
れています。

●磯子は工事完了、南は実施設計を完
了、菊名及び本郷は調査を終了してい
ます。

●磯子・南・菊名及び本郷について複合
施設のため、関係局と適宜打合せを行
い、情報を共有し事業を進めます。

　コミュニティハウス整備事業

　「上郷・森の家」用地取得事業

■重点推進施策

　地区センター整備事業　　【中期計画重点取組】

●都筑区都田方面に新設整備するため
の用地が未確定です。

●都田の用地選定に向け、土地情報の
収集や地権者の動向調査が行われてい
ます。

●都田については、区と連携して、地元
の意向や地権者動向について、ヒアリン
グ等による調査を行います。

●増収策及び集客策について検討が行
われています。
●管理運営団体の選定に競争性を導入
する方法について、庁内合意に向け、調
整が行われています。

●利用者数が増加し、経営改善が図ら
れています。

●19年度から実施しているサービスの定
着を図るとともに、館が行う自主プログラ
ムの充実や横浜アートサイト連携事業へ
の参加等により、利用者を呼び込む工
夫を行います。
●管理運営団体の選定に競争性を導入
する方法について、都市経営執行会議
に諮ります。

　地区センター再整備事業　　【中期計画重点取組】

20年度当初の状況
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※１８ページ参照

※１７ページ参照

■重点推進施策

２　各種広聴事業や横浜市コールセンターを通じて把握した市民ニーズを、市民サービス向上や施策反
　映につなげていきます。　【広聴相談課】　【再掲】

■重点推進施策

１　広報媒体の拡充を図り、市内外へ戦略的な広報を展開します。　【広報課】　【再掲】

　　　　市政情報発信力の強化と市民の声の市政反映推進　　【再掲】

現状と課題

※１７ページ参照

４

24



基本目標３　人権尊重・男女共同参画・個人情報保護

～市民一人ひとりが互いに人権を尊重しあいともに生きる社会、
　　安心して心豊かに暮らせるまちの実現を目指します～

　　　　人権尊重・男女共同参画・個人情報保護

現状と課題

○　私たちの社会には、いじめや、障害のある人、高齢者などに対する様々な人権問題が生じており、イン
　ターネットによる中傷など、新たな人権問題も発生しています。そして、社会情勢の変化や高度情報社会の
　進展に伴い、人権問題がより身近なところで起こるようになっており、一人ひとりの人権感覚を養うことがます
　ます必要になっています。
　「一人ひとりの市民が互いに人権を尊重しあい、ともに生きる社会」の実現に向けて、人権に関する正しい理
　解と認識を深める取組が重要であり、市民が人権や差別の問題を自分のものとして考えるきっかけとなる場
　の提供と啓発活動の内容充実が求められています。
○　少子高齢化、グローバル化の急速な進展、本格的な人口減少時代を迎えて、活力ある社会を実現する
　ためには、個人が様々な可能性を自ら選択でき、能力を最大限発揮できる環境づくりが求められています。
　国においても、仕事中心の生き方を社会全体で見直す取組（ワーク・ライフ・バランス）が進められており、事
　業者の主体的な取組をはじめとする、仕事と家庭生活の両立支援策が重要な課題となっています。本市で
　は、子育て期の女性の労働力率が全国平均を下回っており、再就職を希望する女性の能力発揮のための
　環境整備も求められています。
○　女性に対する暴力については、被害者も加害者も暴力であることに気づかず、被害が潜在化しやすいこ
　とから、正しい理解の普及と啓発が不可欠です。特に、交際相手からのデートＤＶ経験が若い世代に多い
　ことなどから、若いうちからの啓発が必要とされています。
○　地方分権の進展に伴う行政の説明責任を果たし、市民との協働を基本とする施策を展開するためには、
　行政の公正性の確保と透明性の向上を図ることが必要であり、引き続き積極的な情報公開と情報提供を進
　めていくことが求められています。
○　また、個人情報の取扱いに対する市民や事業者の意識が高まっている一方で、個人情報保護制度に対
　する誤解や漏えい等への不安もみられます。制度の正しい理解に向けた普及啓発活動や本市及び事業者
　等における個人情報保護の取組をさらに進めることにより、個人情報の保護と利用のバランスをとることが必
　要です。

■重点推進施策

１　一人ひとりが互いに人権を尊重しあいともに生きる社会を実現するため、人権擁護委員等と連携･協働
　し、市民が人権について考える機会を幅広く提供していきます。　【人権課】

20年度当初の状況 20年度末のあるべき姿(目標)
目標達成のために
必要な具体的行動

　人権擁護委員との連携強化・人権啓発

●人権啓発活動の機会拡大を図ってい
く中で、市民が身近に人権にふれるため
の効果的な啓発活動の実施に向けた工
夫が求められています。

●人権擁護委員等との連携が強化され
るとともに、世界人権宣言６０周年も踏ま
え、区庁舎での人権パネル展開催の全
区拡大など、充実した啓発活動が様々
な機会を利用して行われています。

●定例会等を活用し、広報啓発活動に
おける人権擁護委員との連携を深めま
す。
●区民まつりへの参加や１８区の区庁舎
等での人権パネル展開催により、地域に
おける人権啓発活動を充実させます。
●市内全中学校を対象とする中学生人
権作文コンテストを開催します。
●市民の往来の多い商業施設のイベン
トスペースを使い、啓発キャンペーンを
実施します。
●１２月の人権週間にあわせて、広報よ
こはま人権特集号を発行し、市内全世
帯に配布します。

１

25



■重点推進施策

２　男女共同参画を推進するため、「よこはま男女共同参画行動計画」に基づき、施策を着実に推進しま
　す。　【男女共同参画推進課】

20年度当初の状況 20年度末のあるべき姿(目標)
目標達成のために
必要な具体的行動

　よこはま男女共同参画行動計画の推進

●男女共同参画推進事業について、「よ
こはま男女共同参画行動計画」に沿っ
て、各局区が引き続き施策を進めていま
す。

●「よこはま男女共同参画行動計画」に
沿って、所管局が事業を推進していま
す。また、施策の進ちょく状況について、
年次報告書としてまとめ、市民に公表し
ています。

●計画事業進捗状況の調査
●計画の事業目標達成のための所管局
への働きかけ
●審議会、推進会議、幹事会の開催
●年次報告書の作成・公表

　働きやすく子育てしやすい横浜の企業支援　　【中期計画重点取組】

●働きやすく子育てしやすい横浜の企
業支援事業については、選定基準の見
直しや募集要項等の作成準備を進めて
います。

●働きやすく子育てしやすい企業を15
事業所認定し、そのうち特に優良な実績
を上げている事業所を表彰しています。
また、その先進的な取組事例を広報媒
体等を通じて紹介しています。

●認定基準等見直し検討
●認定委員会の開催・運営
●関係機関との調整
●商工会議所等の経済団体への協力
依頼

　女性に対する暴力防止の啓発キャンペーン　　【中期計画重点取組】

●女性に対する暴力防止の啓発キャン
ペーンについては、実施についての検
討を行っています。

●内閣府が定めた「女性に対する暴力
をなくす運動期間」に合わせて暴力防止
啓発キャンペーンを実施しています。

●関係機関との調整
●講演会等開催調整

　若者向け暴力予防啓発　　【中期計画重点取組】

●若者向け暴力予防啓発事業について
は、デートＤＶ防止講座の案内を市内高
校に送付し、希望を確認しています。

●デートＤＶ防止講座を市内高校１５校
で開催し、啓発を行っています。

●デートＤＶ防止講座実施に伴う市教
委・学校・ＮＰＯ等との調整

　全国男女共同参画フォーラムの開催

●「全国男女共同参画フォーラム（内閣
府共催）」の開催内容について調整を進
めています。

●「全国男女共同参画フォーラム（内閣
府共催）」が、市民、横浜市男女共同参
画推進協会、関係局との協働で開催さ
れています。

●内閣府、横浜市男女共同参画推進協
会、関係局との調整
●市民、関係機関等への広報

■重点推進施策

３　市民との協働を進めながら男女共同参画センター３館の事業の推進・管理運営を行います。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【男女共同参画推進課】

　男女共同参画センターの管理・運営

●20年度の指定管理業務について、事
業計画書及び収支予算書に基づき、経
費協定が締結されています。
●男女共同参画センター横浜及び横浜
南の長寿命化工事について、まちづくり
調整局と調整をしています。

●20年度の指定管理業務について、事
業計画書等に基づいて計画的かつ適切
に実施されています。また、脱温暖化に
向けた、施設の管理運営及び利用者へ
の行動の呼びかけを行います。
●男女共同参画センター３館の次期指
定管理者選定に向けた検討をしていま
す。
●男女共同参画センター横浜及び横浜
南の長寿命化工事が終了しています。

●指定管理業務のモニタリング（毎月）
●長寿命化工事に関する施設利用者へ
の適切な広報
●長寿命化工事に関する指定管理者・
関係局との調整
●次期指定管理者の選定準備
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20年度当初の状況 20年度末のあるべき姿(目標)
目標達成のために
必要な具体的行動

　女性起業支援

●女性起業ＵＰルームの支援メニュー及
び「起業家たまご塾」第1期生の活動に
ついて、紹介しています。

●横浜市男女共同参画推進協会と連携
しながら、女性起業ＵＰルームで支援を
受けた人の起業状況を把握しています。
また、「起業家たまご塾」第2期生が輩出
されています。

●市民向け広報
●たまご塾生、ｾﾐﾅｰ参加者への追跡調
査
●デモ事業、ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ事業の調
整・開催
●経済観光局など関係者との調整

■重点推進施策

４　円滑で適正な情報公開を進めるとともに、個人情報保護施策を推進します。　【市民情報室】

　適正・円滑な情報公開の推進

●各区局事業本部において適正、円滑
な情報公開が引き続き実施されるよう、
サポートをしていく必要があります。

●各区局事業本部に情報公開に関する
ノウハウが蓄積され、適正、円滑な情報
公開、情報提供が実施されています。

●各区局事業本部への情報公開に関
する研修や事前相談、情報提供の実施
●最新の協議事例を盛り込んだ情報公
開マニュアルの改訂と普及

　審査会の円滑な審議の促進

●19年度から年度を繰り越して処理中
（諮問から答申まで）の不服申立案件
（継続案件）が、33件あります。

●19年度からの継続案件は、すべて処
理（諮問から答申まで）が完了していま
す。
●20年度に提起された不服申立案件の
半数程度のものは、５か月以内で処理で
きています。

●審査会の効率的な審議に資する、審
査会委員が不服申立案件の概要を理解
しやすい資料の作成

　市民･事業者等への情報提供

●個人情報保護制度に関する市民・事
業者等の理解は深まりつつありますが、
引き続き、法律や条例の正しい理解に
向けた情報提供が必要です。

● 市民・事業者等が、個人情報の取扱
いに関する情報を入手できる環境にあ
り、個人情報保護制度の概要が理解さ
れ、法律等に対する誤解や、個人情報
の取扱いに関する主な疑問が解消され
ています。

●市民・事業者等からの個人情報相談
への適切な対応
●市ホームページを通じた相談事例の
紹介（年2回）等、個人情報保護制度に
関する情報提供の充実
●市民・事業者等への個人情報保護研
修の実施（受講者数延べ2,500人以上）

　職員に対する制度周知

●市職員が個人情報保護制度に関する
情報を入手できる環境を引き続き整える
必要があります。

● 市職員が事業を企画・実施するにあ
たっては、個人情報保護に十分配慮さ
れています。（個人情報所属研修実施率
１００％）

●ＹＣＡＮ情報公開・個人情報保護サ
ポートデスクを通じた情報提供の充実
（個人情報保護審議会の審議状況、
Q&A、個人情報通信の掲載等）

　各所属における管理体制の確保

●個人情報保護連絡会議及び横浜市
個人情報保護に関する第三者評価委員
会による実地検査等により、各局区事業
本部等における個人情報の適正管理の
取組が進められていますが、一方では
19年度中も漏えい事故が発生していま
す。

●各区局事業本部等における個人情報
の管理が適正に行われ、過失による個
人情報漏えい事故の防止策がとられて
います。

●個人情報保護連絡会議を通じ、各区
局事業本部等における個人情報の適正
管理に向けた情報を提供
●各区局事業本部等における個人情報
保護に関する定期的な自主点検の実施
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基本目標４　横浜開港150周年記念事業の推進

　　～横浜開港150周年を新たな横浜を創るための好機として、
　　　　記念事業を推進します～

　　　　横浜開港150周年記念事業の推進

現状と課題

　横浜市は、平成21年（2009年）に、開港１５０周年を迎えます。戸数100戸ほどの寒村であった横浜は、安政
の五カ国条約により、翌１８５９年に開港し、開港を契機に日本近代化の原点の地として飛躍的に発展しまし
た。現在では、国際的にも知名度の高い、人口363万人を有する日本第２の都市に成長しました。
　横浜市では、平成20年、21年と続く「150周年イヤー」を最大限に活用し、これからの150年をも見据えた取
組を進めることで、将来にわたる市民力の発揮や都市の発展、さらに横浜の新たな価値を創造していく契機
とします。
　市民活力推進局では、開港150周年・創造都市事業本部と連携しながら、世界卓球などのイベントや広報な
ど、局が所管する事業を進めていくことが必要です。

　横浜開港１５０周年記念事業を戦略的に広報し、事業の認知度と横浜のブランドイメージを高めます。

　　　（　１　新たな広報媒体等を活用し、記念事業を市内外へ発信します。　）

20年度当初の状況 20年度末のあるべき姿(目標)
目標達成のために
必要な具体的行動

　戦略的広報の実施　【広報課】　【再掲】

●区局の年間重点広報スケジュールを
把握し、各媒体による広報が計画されて
います。

●広報課がイニシアチブをとった戦略的
な広報計画の下に、所管課と連携したタ
イムリーな広報が実施され、横浜開港
150周年事業をはじめとした、重点施策
に対する認知度が高まっています。

●発信すべき情報の収集と取捨選択
●重要施策について、メディアミックス型
の広報計画の作成と実施
●主要事業の認知度調査等の結果と分
析による広報戦術の検討実施

　新市政広報紙の発行　【広報課】　【再掲】

●全戸配布の新市政広報紙発行の準
備段階に入っています。

●広報よこはまと新市政広報紙の連動
により、市政情報発信の量・頻度が増加
しています。
●新市政広報紙を活用して横浜市の先
進的な施策を市内外にＰＲすることによ
り、横浜開港150周年事業をはじめとした
市の重点施策の認知度と、横浜のブラン
ドイメージが向上しています。

●スキームを固め、仕様を決定
●制作体制の構築
●民間企業、開港150周年・創造都市事
業本部等との連絡調整
●年度後半からの継続的な発行（6回発
行、各160万部）
●アンケートによる広報効果の検証
●配布エリア拡大の検討

　交通広告の実施　【広報課】　【再掲】

●都内へ乗り入れる私鉄の車内に広告
ポスターの掲出が開始されています。

●交通広告ポスターの掲出がタイムリー
に行われ、市政情報発信の量・頻度が
増加し、横浜開港150周年事業をはじめ
とした、市の重点施策の認知度と横浜の
ブランドイメージが向上しています。

●各局への働きかけ、ポスター掲出時期
の調整
●月ごとにテーマを決定
●電鉄会社との連絡調整
●アンケートによる広報効果の検証
●掲出箇所拡大の検討
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　子どもから高齢者まで、また、市民活動団体や企業など、多くの市民がその力を発揮しながら、横浜開
港１５０周年を記念として行うスポーツなどメッセージ力のあるイベントを展開していきます。また、地域の
個性を活かした地域への愛着を深める事業も、市民と共に進めていきます。

　　　　２　開港150周年記念「2009年世界卓球選手権横浜大会」「2009横浜国際トライアスロン大会」の開催
　　　　 気運を盛り上げます。

　　　　３　市民が気軽に参加できる「横浜元気！！スポーツ・レクリエーションフェスティバル」（仮称）を開催し
　　　　　ます。

　　　　４　「ライフデザインフェア」を開催し、団塊の世代が地域活動に参加するきっかけを作ります。

20年度当初の状況 20年度末のあるべき姿(目標)
目標達成のために
必要な具体的行動

　２００９年世界卓球選手権横浜大会　【スポーツ振興課】　【再掲】

●横浜大会組織委員会及び実行委員
会が発足し、その中で、競技運営、広報
など１２の専門委員会と協賛社獲得特別
委員会を設置し、大会開催に向けた収
支予算、事業計画等について検討して
います。
●国際大会の運営を支援する市民参加
型のボランティア組織の形成に向けた企
画検討がされています。
●国際大会の開催を契機とした卓球競
技の普及を目指して、市内小中学校で
の巡回教室が実施されています。

●21年4月28日からの開催に向けて、参
加選手の受け入れや競技運営体制等の
具体的な実施計画、運営マニュアルが
策定され、必要な準備が整っています。
●大会を支えるための、多くの市民が参
加するボランティア組織が形成され、必
要な研修が実施されています。
●卓球競技の普及と競技力の向上が図
られています。

●専任職員を事務局に配置し準備業務
を支援します。
●大会ＰＲ用グッズ等を製作し近隣で開
催される卓球大会等でＰＲします。
●競技団体が行う協賛社の獲得を支援
します。
●組織委員会に大会収支予算、事業計
画を提出し承認を得ます。
●延べ1,000人程度の市民ボランティア
を募集し、研修を実施します。
●小中学校での卓球巡回教室を２0回
程度開催し、卓球の普及と大会に向け
た機運を盛り上げます。
●世界卓球選手権大会のプレ大会であ
るフォルクスワーゲン荻村杯２００８で市
民招待等を実施します。

　２００９年横浜国際トライアスロン大会等　【スポーツ振興課】　【再掲】

●コースの概要が決定し、関係団体・機
関、地元住民等と調整を進めています。
●各専門部会で競技運営・安全対策等
の検討が進んでいます。
●「世界こどもスポーツサミットin横浜」に
ついて、実施内容・スケジュール等の基
本計画をまとめています。
●大会の盛り上げについて、１９年度に
引き続き計画を進めています。
●山下公園前海域が本大会スイム会場
となりますが、横浜港の水質など市民の
水環境への関心をより高めていく必要が
あります。

●関係機関・団体、地元住民等と大会
開催についての基本的な合意形成がで
きています。
●各専門部会（競技・安全・宿泊・こども
サミット等）にて各分野の課題が出され、
対応を図っています。
●「世界こどもスポーツサミットin横浜」の
実施計画に基づき、国内外の参加者募
集が始まっています。
●各種広報媒体を利用したＰＲ・大会周
知及びトライアスロン教室が行われ、市
民のトライアスロンに対する認知度が上
がっています。
●トライアスロン大会の開催が市民の
「水環境を考える」きっかけとなり、川や
海に対する浄化意識が高まっています。

●大会概要、警備計画、安全対策等に
ついて、関連機関・団体、地元住民等へ
の説明を行います。
●各専門部会での検討を進め、具体的
な計画（交通規制時間・警備員配置・安
全防護柵等コース設置物）を策定しま
す。
●「世界こどもスポーツサミットin横浜」の
実施計画を策定し、国内に向けて参加
者募集の告知を行い、また海外に向け
ては関係団体に対し、案内状を送付しま
す。
●広報媒体を利用し、参加者を募るトラ
イアスロン教室の実施（横浜国際プー
ル、横浜市立大学等で10回程度実施予
定）、各種イベント（横浜マラソン、女子
駅伝、国内トライアスロン大会、Ｊリーグ
マッチ等）でのＰＲブース設置、大会広
報親善大使（リサ・ステッグマイヤー氏）
による大会ＰＲを行います。
●関連部局・団体（環境創造局・港湾
局・ＮＰＯ）等と連携して水質浄化に向け
ての検討、取り組み（きれいな海づくり事
業等）を進め、水環境に対する市民の関
心を高めます。
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20年度当初の状況 20年度末のあるべき姿(目標)
目標達成のために
必要な具体的行動

　横浜元気！！スポーツ・レクリエーションフェスティバル（仮称）　【スポーツ振興課】　【再掲】

●横浜元気！！スポーツ・レクリエーショ
ンフェスティバル（仮称）実行委員会を立
ち上げる準備をしています。

●日産スタジアムを中心に新横浜公園
全体を使って、子どもから大人まで幅広
い年代の市民（８万人）が、気軽に参加
できるイベントが秋に開催されています。
●このイベントを通して、多くの市民が開
港150周年を共に祝う気運が盛り上がっ
ています。

●実行委員会を5月に立ち上げます。
●実行委員会において、誰でも気軽に
参加できるプログラムを市体育協会や種
目団体などと協力し企画します。
●多数の参加者を集めるために、実行
委員メンバーであるメディア関係者の協
力を得ながら広報を充実させます。

　ライフデザインフェアの開催　【協働推進課】　【再掲】

●１９年度は、団塊の世代が地域活動に
参加するきっかけづくりの場として、ライ
フデザインフェアを開催しました。参加者
は1万人強で、18,000人という目標に到
達しませんでした。

●市内に約18万人いる団塊の世代が、
地域の一員として、課題解決に向けた取
組に参加しています。

●フェアに参加する行政・企業・市民が
相互に協力し合い、フェアを盛り上げま
す。体験・参加型の企画を主体とし、広
報を充実させることで、参加者数を増や
します。
　目標値：20,000人（９月２０日・２１日　パ
シフィコ横浜展示ホールで開催）

　コラボレーションフォーラムの開催　【協働推進課】　【再掲】

●１９年度のコラボレーションフォーラム
は、全市フォーラム１回と、地域フォーラ
ムを１７区で開催しました。前年度より参
加者数も増加していますが、事業の開始
から５年目を迎え、フォーラムの開催意
義等について検討する必要があります。

●市民・企業・行政が、協働して公益的
活動を担っています。

●全市フォーラムと地域フォーラムを開
催します。市民委員による企画委員会を
組織し、フォーラムの企画・運営協力を
行なうとともに、来年度に向け、そのあり
方を検討します。

　これまで蓄積されてきた横浜ならではの歴史的資産を活かしながら、新たな横浜の魅力づくりを進めて
いきます。みなとまちとして生まれ、発展してきた横浜の持つ個性をいっそう磨いていくため、文化芸術の
持つ創造性を活かした都市づくりを進めていきます。

　　（　５　市民やNPOによる地域のアート活動の開催を支援します。　）

　横浜アートサイト連携事業　【文化振興課】　【再掲】

●市民やＮＰＯ等による地域のアート活
動（＝「アートサイト」）として、「横浜の森
美術展」「金沢文庫芸術祭」が行われて
います。また、新規アートサイト開催に向
けた支援を進めています。

●市北部、南部で新規アートサイトが開
催されるとともに、既存のアートサイトとの
ネットワーク化や、横浜トリエンナーレと
の連携が図られています。
　これにより、開港１５０周年を契機とした
都市・横浜の魅力づくりが、市内全域で
進められています。

●市北部では市民ギャラリーあざみ野、
市南部では上郷森の家をそれぞれ拠点
とした新規のアートサイトの開催を、区と
協働しながら市と財団で支援します。（９
月）
●財団がアートサイトをネットワーク化
し、一体的な広報やプロモーション活
動、横浜トリエンナーレとの連携へとつな
いでいきます。（９月）
●区役所のヒアリング等を通じて音楽分
野など他のアートサイトの掘り起こしを進
めます。（３月）

　文化芸術の創造性を活かした地域づくり事業　【文化振興課】　【再掲】

●文化芸術の創造性を福祉やまちづくり
に活かす効果が注目されており、こうした
事業を19年度は12地域で実施しました。

●区や市民、NPO等と協働により、アー
ティストのユニークな活動による地域課
題解決に向けた取り組みが１８地域で進
んでいます。

●区と協議の上、実施する１８地域を決
定し、財団の支援により、障害者と地域
住民の交流、青少年の地域活動等、地
域資源を活かした魅力づくりと文化芸術
活動を結びける事業を進めます。
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20年度当初の状況 20年度末のあるべき姿(目標)
目標達成のために
必要な具体的行動

　クラシック・ヨコハマ推進事業　【文化振興課】　【再掲】

●昨年度初めて開催した「クラシック・ヨ
コハマ」については、継続的な実施が期
待されており、市民へのさらなる定着に
向けた取り組みが求められています。

●２年目を迎えた「クラシック・ヨコハマ」
が初年度より広いエリアにおいて展開さ
れています。これにより、新進演奏家を
発掘・支援する街であるということが対外
的にアピールできています。

●全日本学生音楽コンクール全国大会
を核として、クラシック・ヨコハマを開催し
ます。第２回目となる今回は、NPO等の
新たな担い手を確保し、地域でのコン
サートの実施エリアを拡大します。また、
開港150周年に全国的にアピールする
記念事業として実施するため、事業内容
について検討します。

　横浜の将来を担う人材の育成のためには、若いうちから芸術文化に親しみながら感性を磨いていくこと
が大切です。子どもたちが芸術文化に親しむ機会を提供するとともに、横浜から芸術文化を発信するため
の人材を育てる事業を展開していきます。

　　（　６　子どもの創造力を育む芸術文化活動の体験プログラムを小中学校等で実施します。　）

　芸術文化教育プログラム推進事業　【文化振興課】　【再掲】

●子どもの創造力を育むため、１９年度
は芸術文化活動の体験プログラムを、
５１校で実施しましたが、今後さらなる拡
大が求められています。

●芸術文化活動の体験プログラムが、市
内小中・特別支援校６０校で実施されて
います。
●「芸術文化教育プラットフォーム」にお
いて、コーディネートを行う事務局体制
が確立しています。
●芸術文化教育プログラムに関するコー
ディネーターや学校現場のニーズを具
体的に把握しています。

【芸術文化教育プログラム推進事業】
●「芸術文化教育プラットフォーム」事務
局が実施校を調整し、アートNPO団体等
の参加によりプログラムを提供するととも
に、アーティスト情報を蓄積します。ま
た、企業協賛など外部資金の導入を検
討します。
●教師のためのワークショップやシンポ
ジウム等を実施し、コーディネーターや
学校現場のニーズをふまえて、開港150
周年における実施校拡大に向けた基盤
づくりを進めます。
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推進事項　　脱地球温暖化・環境への配慮

●区局事業本部の年間重点広報スケ
ジュールを把握し、各媒体による広報が
計画されています。

●広報課がイニシアチブをとった戦略的
な広報計画の下に、所管課と連携したタ
イムリーな広報が実施され、重点施策に
対する認知度が高まっています。

【戦略的広報の実施】
●発信すべき情報の収集と取捨選択
●重要施策について、メディアミックス型
の広報計画の作成と実施
●主要事業の認知度調査等の結果と分
析による広報戦術の検討実施

20年度当初の状況 20年度末のあるべき姿(目標)
目標達成のために
必要な具体的行動

　　　　　　　　～市民生活のあらゆる場面において地球温暖化や環境へ配慮し、
　　　　　　　　　　事業を通じて地球の中で横浜を考える取組を推進します～

現状と課題

　近年の温暖化の原因は、人為的なものに起因するとほぼ断定され、今後20～30年の間の取組が長期的な
平均気温の上昇と気候変動の大きさを決定付けるとされています。
　地球温暖化問題は、国際的に見ても、全世界で危機感を持って緊急的に取り組むべき課題となっていま
す。
　横浜市では、平成20年４月に「地球温暖化対策事業本部」を設置し、先頭に立って行動し、従来の取組の
延長線上ではない温暖化対策の新たな取組を推進しようとしています。
　市民活力推進局では、地球温暖化対策事業本部と連携しながら、所管する事業を進めていくことが必要で
す。

　市民や事業者の皆様との活発なコミュニケーションと協働をすべての取組の基本として、市民の皆様が
生活を楽しみながら取り組む環境行動を促進します。あわせて広報に努め、脱地球温暖化に先進的に取
り組む環境都市ヨコハマのブランドイメージのアップを図ります。

1　戦略的な広報活動により脱地球温暖化の取組を発信します。　【広報課】　【再掲】

　◆戦略的な広報活動により脱地球温暖化の取組の発信　【広報課】　【再掲】

　◆新市政広報紙の発行　【広報課】　【再掲】

●全戸配布の新市政広報紙発行の準
備段階に入っています。

●広報よこはまと新市政広報紙の連動
により、市政情報発信の量・頻度が増加
しています。
●新市政広報紙を活用して横浜市の先
進的な施策を市内外にＰＲすることによ
り、脱地球温暖化をはじめとした市の重
点施策の認知度と、横浜のブランドイ
メージが向上しています。

●スキームを固め、仕様を決定
●制作体制の構築
●民間企業、地球温暖化対策事業本部
等との連絡調整
●年度後半からの継続的な発行（6回発
行、各160万部）
●アンケートによる広報効果の検証
●配布エリア拡大の検討

　◆交通広告の実施　【広報課】　【再掲】

●都内へ乗り入れる私鉄の車内に広告
ポスターの掲出が開始されています。

●交通広告ポスターの掲出がタイムリー
に行われ、市政情報発信の量・頻度が
増加し、脱地球温暖化をはじめとした、
市の重点施策の認知度と横浜のブランド
イメージが向上しています。

●各局・事業本部への働きかけ、ポス
ター掲出時期の調整
●月ごとにテーマを決定
●電鉄会社との連絡調整
●アンケートによる広報効果の検証
●掲出箇所拡大の検討
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●局が所管する公共施設において、運
営する団体や企業が自主的に省エネ対
策に取り組んでいます。

●局が所管する公共施設を運営する団
体や企業に、横浜市が進める地球温暖
化対策について理解していただき、建物
のエネルギー使用量の削減などの取組
が進んでいます。

●省エネの取組の推進
・使用していない時間帯、部屋の不要な
照明の消灯
・使用していない電気機器の電源OFF、
節電モードの活用
・エレベータの効率的使用、運転管理
・部屋の冷暖房の適正温度管理
・冷房期の軽装、暖房期の重ね着等の
取組の普及　など

　◆公共施設のきめ細かなエネルギー管理　【文化振興課・スポーツ振興課・男女共同参画推進課】

●局が開催する各種行事、イベント、会
議等に際しては、ヨコハマはG３０の活動
を進め、ごみの減量化、分別・資源化な
どに取り組んでいます。

●局が開催する各種行事、イベント、会
議等に際し、市民の皆様や関係者と協
力し合い、ごみの発生抑制、分別の徹
底、省エネルギーなど取組が率先して行
われ、横浜市が進める地球温暖化対策
の考え方の浸透が進んでいます。

【イベント等での率先した環境活動】
●ごみの排出量抑制、分別・資源化の
促進
●計画・準備段階での環境行動の実践
●会場等での省エネ対策の実施
●機会をとらえた脱温暖化対策等の考
え方・取組のPR
●ライフデザインフェア（参加者20,000
人目標）では、環境問題に関するコー
ナーを充実させて設置します。

　◆行事・イベント等での環境活動の実践とPR　　【各課共通】

３　公共施設においてきめ細かなエネルギー管理を促進します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【文化振興課・スポーツ振興課・男女共同参画推進課】

20年度当初の状況 20年度末のあるべき姿(目標)
目標達成のために
必要な具体的行動

２　行事・イベント等で事業を通じた環境活動を実践するとともに、考え方や取組のPRを行います。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【各課共通】
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市民活力推進局の運営方針について皆様の声をお聞かせください。 

今後の局運営に反映させていきます。 

Eメール sh-somu@city.yokohama.jp

この運営方針に関するお問い合わせ先 

≪全体に関することなど≫ 

市民活力推進局総務部総務課調整係 

電話 ６７１－２３１５ 

FAX ６８１－８３７９ 

Eメール sh-somu@city.yokohama.jp

 

≪各事業・取組に関すること≫ 

各事業・取組ごとに表示した担当課へお問い合わせください。 

 

市民情報室     ６７１－３８８２ 

人権課       ６７１－２３７９ 

男女共同参画推進課 ６７１－２０１７ 

地域活動推進課   ６７１－２２９８ 

協働推進課     ６７１－３６２４ 

広報課       ６７１－２３３１ 

広聴相談課     ６７１－２３３３ 

区連絡調整課    ６７１－２７２７ 

地域施設課     ６７１－２３２６ 

窓口サービス課   ６７１－２１７６ 

文化振興課     ６７１－３７１４ 

スポーツ振興課   ６７１－３２８７ 

 

市民活力推進局のホームページ 

アドレス http://www.city.yokohama.jp/me/shimin/   

市市市民民民活活活力力力推推推進進進局局局ののの運運運営営営方方方針針針をををごごご覧覧覧いいいたたただだだききき   

ああありりりがががとととうううごごござざざいいいままましししたたた。。。   

便利な暮らしの情報ガイド 

横浜市コールセンター 

℡ ６６４-２５２５

にこにこ

 

朝８時から夜９時 365 日 年中無休 
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